
できたこと)

チケット売り場を増やしたことで混雑解消など一定の効果は得られたが、配置場所、人員体制など更なる検討が必要であ
課題

る。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 来場者数（人） 12,000 12,500 13,000 13,000 13,000
指標

 
指標

個別の催事への補助金であり、他市との比較検証には適さない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,000 4,000 4,500 4,000 合計 4,500,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,500,000 円

一般財源 4,000 4,000 4,500 4,000

職員人件費　② 144 177 140 147

総事業費（①＋②） 4,144 4,177 4,640 4,147

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 地

　

域福祉
施策体系

施策の

刈

内容 福祉の心の醸成

目

谷

　
　
　
的

　「誰もが安

市

心して暮らせる、生き

事

がいのあ

主
た
る
内
容

　

務

福祉・健康・医療・ボ

事

ランティア等の関係
る

業

心豊かな福祉のまちづ

評

くり」を推進するた 団

価

体が連携、協力し、開

シ

催するイベントに対
め

ー

福祉健康フェスティバ

ト

ルを開催し、市民の し

（

て補助金を交付する。

様

福祉意識の高揚を図る

式

。

位
置
づ
け

関連計画

根

１

拠法令  

対象者 福祉健

）

康フェスティバル実行

会

委員会 事業期間 昭和５

計

９年度 ～

実施方法 □直

名

営　□委託　□指定管

担

理　■補助・助成　□

当

その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２３年度実績

計

２４年度実績 ２５年度

福

実績 ２６年度計画

・開

祉

催日　11月6日（日

健

） ・開催日　10月2

康

1日（日） ・開催日　

フ

10月27日(日） ・

ェ

開催予定日　10月2

ス

6日(日）
・会場 ・会

テ

場 ・会場 ・会場
　刈谷

ィ

市総合文化センター 　

バ

刈谷市総合文化センタ

ル

ー 　刈谷市総合文化セ

補

ンター 　刈谷市総合文

助

化センター
　刈谷市総

事

合健康センター 　刈谷

業

市総合健康センター 　

担

刈谷市総合健康センタ

当

ー 　刈谷市総合健康セ

課

ンター
　その周辺 　そ

福

の周辺 　その周辺 　そ

祉

の周辺
・出展ブース等

総

　54ブース ・出展ブ

務

ース等　53ブース ・

課

出展ブース等　51ブ

款

ース ・出展ブース等　

項

51ブース
・模擬店　

目

13店 ・模擬店　13

担

店 ・模擬店　13店 ・

当

模擬店　12店

長年の

係

開催により、フェステ

総

ィバルの開催も市民に

務

浸透してきており、福

係

祉・健康の啓発には効

3

果があがっている。

成

1

果 平成25年度は第3

1

0回の節目の開催となり、記念講演会を実施するなどイベントの規模拡大等を行った。

(



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の福祉意識の高揚

平

のため、福祉･健康・

成

医療・ボラン
・法的業

２

務
高い

ティア等の関係

６

団体が相互に連携、協

年

力して開催するイベ
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

　

会需要 ントであり、そ

刈

の補助事業は、必要性

谷

の高いものである。
・

市

市民生活上必要である

事

　など

　参加団体や行

務

政が個々に、発表や啓

事

発イベントを開催す
・

業

コストの節減、費用対

評

効果
高い

ることに比べ

価

、ボランティアやＮＰ

シ

Ｏなどの団体と行政が

ー

効率性 ・執行体制の効

ト

率性 連携、協力し、実

（

施する事業であり、効

様

率性が高い。
・手段の

式

最適性　など

　市民の

２

福祉意識の向上を図る

）

手段として、啓発やＰ

会

Ｒを
・市が主体となっ

計

て実施する
普通

行う環

名

境は必要であり、市の

担

関与は妥当である。
妥

当

当性 　べき事業である

部

か
・総合計画との整合

福

性　など

　来場者及び

祉

参加するボランティア

健

団体等に対し、福祉施

康

施策への ・施策への貢

部

献度
高い

策を効率的に

一

ＰＲできる。また、フ

般

ェスティバルに参加す

会

・目標達成度 るボラン

計

ティア等団体が連携、

福

協力するため、地域福

祉

祉活
貢献度 ・市民サー

健

ビスへの効果　など 動

康

を担う地域ボランティ

フ

アの育成に寄与してい

ェ

る。

今後の方向性 □拡

ス

充　■現状維持　□改

テ

善・効率化　□縮小　

ィ

□終期設定　□休止・

バ

廃止

ル補助

Ｃ
 
　

事

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

業

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 福祉総務課

款 項 目 担当係 総務係

3 1 1



名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 第3次刈谷市地域福祉計画策定進捗率（％） ― ― 50.0 100.0 ―
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,271 3,841 合計 2,271,000 円
報償費 192,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,136 1,920 委託料 2,079,000 円

一般財源 0 0 1,135 1,921

職員人件費　② 0 0 7,715 8,061

総事業費（①＋②） 0 0 9,986 11,902

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 地域福祉計画策定事業費負担
金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 地域福祉
施策

　

体系
施策の内容 地域福

刈

祉推進体制の充実

目
　

谷

　
　
的

　地域における

市

福祉サービスの向上と

事

その適

主
た
る
内
容

　平

務

成27年～31年度を

事

計画期間とする第3次

業

地
切な利用の推進、社

評

会福祉を目的とする事

価

業 域福祉計画と第4次

シ

地域福祉活動計画の一

ー

体的
の健全な発展及び

ト

地域福祉に関する活動

（

への な策定を行う。
住

様

民参加の促進を図る。

式

位
置
づ
け

関連計画 地域

１

福祉活動計画

根拠法令

）

社会福祉法

対象者 対象

会

者を限定せず 事業期間

計

平成２５年度 ～ 平成２

名

６年度

実施方法 ■直営

担

　■委託　□指定管理

当

　□補助・助成　□そ

部

の他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２３年度実績 ２

地

４年度実績 ２５年度実

域

績 ２６年度計画

　 　 ・

福

策定部会の開催　3回

祉

・策定部会の開催　　

計

　5回
　 　 ・懇話会の

画

開催　　2回 ・懇話会

策

の開催　　　　3回
　

定

　 ・アンケート調査及

事

びヒアリ ・地域住民会

業

議の開催　3回
　 　 　

担

ングの実施 ・パブリッ

当

クコメントの実施
　　

課

　――――――― 　　

福

　――――――― ・ア

祉

ンケート調査報告書の

総

作 ・計画書及び計画概

務

要版の作
　成 　成

・多

課

くの市民の意見を反映

款

するため、懇話会を設

項

置し、協議を行った。

目

成果 ・地域福祉推進に

担

関するアンケート調査

当

及びヒアリングを実施

係

し、計画策定の基礎資

総

料を得ることができた

務

。

(できたこと)

・ア

係

ンケート調査の回収率

3

が、総合計画のアンケ

1

ート調査に比べて低か

1

ったため、今後の実施時に向けて検討が必要であ
課題

る。
(できなか 

・地域住民会議が、南部地区のみの開催となり、中部・北部地区からの市民の意見の反映が課題となっている。
 ったこと)

指標



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　社会福祉法に基づき、地域福祉に

平

関する施策を総合的・

成

・法的業務
高い

計画的

２

に推進するために策定

６

するものであり、市民

年

一人ひ
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要 とりが

　

家庭や地域の中で安心

刈

した生活が送れるよう

谷

支援し
・市民生活上必

市

要である　など ていく

事

必要がある。

　地域福

務

祉活動計画と一体的な

事

策定を行うことにより

業

、策
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

定にか

価

かるコスト削減を図っ

シ

た。
効率性 ・執行体制

ー

の効率性
・手段の最適

ト

性　など

　総合計画に

（

掲げる、地域福祉推進

様

体制の充実を図る一環

式

・市が主体となって実

２

施する
高い

として、地

）

域福祉計画へも施策や

会

方向性を位置づけてい

計

く
妥当性 　べき事業で

名

あるか 必要がある。
・

担

総合計画との整合性　

当

など

　住民等による地

部

域福祉推進のための参

福

加や協力の上に策

施策

祉

への ・施策への貢献度

健

高い
定されるべき計画

康

であり、すべての地域

部

住民がパートナー
・目

一

標達成度 シップという

般

共通の認識をもつこと

会

が、生活課題を抱えた

計

貢献度 ・市民サービス

地

への効果　など 人の自

域

立生活を支える大きな

福

力となる。

今後の方向

祉

性 □拡充　■現状維持

計

　□改善・効率化　□

画

縮小　□終期設定　□

策

休止・廃止

　今後も市

定

と社協間で連携を図り

事

ながら、5年ごとの計

業

画の改定を行っていく

担

。

当課 福

Ｃ
 
　
Ｈ

祉

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

総

　
∧
　
評
　
価
　
∨

務課

款 項 目 担当係 総務係

3 1 1



 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 地区社会福祉協議会設置数（か所） ― 1 1 1 1
指標
成果 社会福祉協議会のボランティア登録団体数（団体） 109 129 130 125 125
指標

社会福祉協議会ボランティアセンター登録状況
他市との 岡崎市　　91団体　　　　安城市　 192団体　　　　高浜市　　104団体
比較検証 碧南市　　26団体　　　　西尾市　 125団体　　　　みよし市　 74団体

豊田市　 227団体　　　　知立市　 105団体 

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 66,832 86,213 89,790 97,537 合計 89,790,124 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 89,790,124 円

一般財源 66,832 86,213 89,790 97,537

職員人件費　② 574 743 631 73

総事業費（①＋②） 67,406 86,956 90,

Ｄ

421 97,610

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ２５年度

　

特定財源名称

２５年度

Ｏ

迄の累積事業費 0

２７

　

年度以降の事業費見込

　

0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 地域福

　

祉
施策体系

施策の内容

刈

地域福祉推進体制の充

谷

実

目
　
　
　
的

　刈谷市

市

社会福祉協議会が、地

事

域福祉の担い

主
た
る
内

務

容

　社会福祉協議会の

事

運営に伴う人件費及び

業

各
手として活発な事業

評

活動を行えるよう、安

価

定 種事業に対し補助金

シ

を交付する。
した経営

ー

基盤の維持を図る。 　

ト

主な事業として、単身

（

老人安否確認事業、
福

様

祉教育指定校事業、児

式

童生徒福祉実践教室
事

１

業等を行っている。

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

会

地域福祉計画

根拠法令

計

社会福祉協議会活動費

名

補助金交付要綱

対象者

担

刈谷市社会福祉協議会

当

事業期間 ～

実施方法 ■

部

直営　□委託　□指定

福

管理　■補助・助成　

祉

□その他

健康部

一般会計
社

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２３年度実

福

績 ２４年度実績 ２５年

祉

度実績 ２６年度計画

人

協

件費　13人分 人件費

議

　17人分 人件費　1

会

7人分 人件費　20人

補

分
事業費　13事業 事

助

業費　13事業 事業費

事

　13事業 事業費　1

業

4事業
・事務事業 ・事

担

務事業 ・事務事業 ・事

当

務事業
・機関紙発行事

課

業 ・機関紙発行事業 ・

福

機関紙発行事業 ・機関

祉

紙発行事業
・ボランテ

総

ィアセンター活動 ・ボ

務

ランティアセンター活

課

動 ・ボランティアセン

款

ター活動 ・ボランティ

項

アセンター活動
　事業

目

　事業 　事業 　事業
　

担

他10事業 　他10事

当

業 　他10事業 ・委員

係

会活動事業
　他10事

障

業

　社会福祉協議会に

害

対し、人件費及び事業

企

費の補助による活動の

画

支援を行い、地域福祉

係

の向上に寄与すること

3

ができた。

成果

(でき

1

たこと)

　地域福祉の

1

一層の推進を図るため、各事業の目的、事業内容、効果等を精査し、事業の活性化を図るよう検討する必要
課題

がある。
(できなか 



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域福祉の担い手である社

平

会福祉協議会の運営、

成

及び活
・法的業務

高い

２

動に対する補助事業で

６

あり、地域福祉推進に

年

資する必要性
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

　

の高い事業である。
・

刈

市民生活上必要である

谷

　など

　平成22年に

市

合併し、社会福祉協議

事

会が担ってきた在宅福

務

・コストの節減、費用

事

対効果
高い

祉サービス

業

と福祉事業団が担って

評

きた施設福祉サービス

価

を
効率性 ・執行体制の

シ

効率性 包括的に社会福

ー

祉協議会が運営してい

ト

る。
・手段の最適性　

（

など

　地域福祉体制の

様

推進には社会福祉協議

式

会が行う地域福祉
・市

２

が主体となって実施す

）

る
高い

活動の充実が求

会

められるため、安定し

計

た活動実施のために
妥

名

当性 　べき事業である

担

か 市が補助を行うこと

当

は妥当である。
・総合

部

計画との整合性　など

福

　地区社協の展開や地

祉

域ボランティアの支援

健

、単身老人の

施策への

康

・施策への貢献度
高い

部

安否確認等の活動を通

一

して、地域福祉推進へ

般

の貢献度は高
・目標達

会

成度 い。
貢献度 ・市民

計

サービスへの効果　な

社

ど

今後の方向性 ■拡充

会

　□現状維持　□改善

福

・効率化　□縮小　□

祉

終期設定　□休止・廃

協

止

　昨今の社会情勢か

議

ら、地域福祉推進にお

会

ける社会福祉協議会の

補

役割は今後も増大して

助

いくことが予想される

事

ため、
補助対象とする

業

事業の内容や実施方法

担

について、社会福祉協

当

議会に助言・指導を行

課

ったうえで、今後も補

福

助事業を継
続していく

祉

べきである。

総務課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

項

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

目

価
　
∨

担当係 障害企画係

3 1 1



支援やボランティア育成の推進が図られた。

(できたこと)

　現在の社会情勢から、低金利の状態が続いており、事業の財源としての地域福祉基金積立金利子の運用益が少ない状況
課題

にある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 地域の支えあいにより高齢者等が安心して暮らせる ― 64.9 ― 63.0 64.0
指標 と思う市民の割合（％）
成果 社会福祉協議会のボランティア登録団体数（団体） 109 129 130 125 125
指標

　岡崎市、碧南市、安城市、みよし市・・・運用益は基金へ編入
他市との 　豊田市、西尾市、高浜市　　　　　・・・運用益は福祉関連の事業や、社協への補助金として充当
比較検証 　知立市　　　　　　　　　　　　　・・・基金なし

　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,589 1,810 1,0

Ｄ

50 1,233 合計 1

　

,050,139 円

　

負担金、補助及び

財
　

　

源

特定財源 470 28

Ｏ

5 947 1 交付金 1,

　

050,139 円

一

　

般財源 1,119 1,

∧

525 103 1,23

　

2

職員人件費　② 17

　

9 177 70 147

総

実

事業費（①＋②） 1,

　

768 1,987 1,

　

120 1,380

建
設

施

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２５年度特

　

定財源名称

２５年度迄

∨

の累積事業費 0 地域福祉基金積立金利子

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 地域福祉
施策

　

体系
施策の内容 地域福

刈

祉活動の推進

目
　
　
　

谷

的

　地域福祉基金の運

市

用収入を、地域福祉活

事

動

主
た
る
内
容

　刈谷市

務

社会福祉協議会が実施

事

する各種地域
を支援す

業

るための経費の一部と

評

して活用し、 福祉事業

価

に対し、地域福祉基金

シ

の運用収入を
地域福祉

ー

の推進を図る。 補助金

ト

として交付する。

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市地

様

域福祉計画

根拠法令 刈

式

谷市地域福祉基金条例

１

対象者 刈谷市社会福祉

）

協議会 事業期間 平成５

会

年度 ～

実施方法 □直営

計

　□委託　□指定管理

名

　■補助・助成　□そ

担

の他

当部 福祉健康部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

２３年度実績 ２

会

４年度実績 ２５年度実

計

績 ２６年度計画

・なご

地

やか交流会事業 ・なご

域

やか交流会事業 ・なご

福

やか交流会事業 ・なご

祉

やか交流会事業
　　2

基

1会場　参加者　31

金

0人 　　21会場　参

運

加者　306人 　　2

用

1会場　参加者　42

事

3人 　　21会場　参

業

加者　360人
・ねた

担

きり老人出張理美容事

当

・ねたきり老人出張理

課

美容事 ・児童生徒ボラ

福

ンティア育成 ・児童生

祉

徒ボランティア育成
　

総

業　利用　87人　2

務

21回 　業　利用　9

課

6人　262回 　事業

款

　事業
・児童生徒ボラ

項

ンティア育成 ・児童生

目

徒ボランティア育成 　

担

　開催　2回　参加者

当

　25人　　開催　2

係

回　参加者　35人
　

総

事業 　事業
　　開催　

務

1回　参加者　19人

係

　　開催　2回　参加

3

者　25人
・ボランテ

1

ィア講座開催事業 ・ボ

1

ランティア講座開催事業
　　開催　2回　参加者　47人　　開催　5回　参加者　96人

　社会福祉協議会に対し、事業費の補助を行い、活動の支援を行った。

成果 　1人暮らし・ねたきり老人への



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域福祉の担い手である社会福祉

平

協議会の活動に対する

成

・法的業務
高い

補助事

２

業であり、地域福祉推

６

進に資する必要性の高

年

い事業
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要 である

　

。
・市民生活上必要で

刈

ある　など

　1人暮ら

谷

し・寝たきり老人への

市

支援やボランティア育

事

成な
・コストの節減、

務

費用対効果
普通

ど事業

事

の実施には効率的な運

業

用を図っているが、需

評

要の掘
効率性 ・執行体

価

制の効率性 り起こしな

シ

ど、実施方法の検討は

ー

必要である。
・手段の

ト

最適性　など

　地域福

（

祉基金は、その運用益

様

を地域福祉活動を支援

式

する
・市が主体となっ

２

て実施する
普通

ための

）

経費に充てるとあり、

会

社会福祉協議会の行う

計

地域福
妥当性 　べき事

名

業であるか 祉活動事業

担

への市の関与は妥当で

当

ある。
・総合計画との

部

整合性　など

　地域ボ

福

ランティアの活動や立

祉

ち上げの支援、ボラン

健

ティ

施策への ・施策へ

康

の貢献度
高い

アに携わ

部

る人材の育成を通して

一

、地域福祉活動の推進

般

に寄
・目標達成度 与し

会

ている
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

地

今後の方向性 □拡充　

域

□現状維持　■改善・

福

効率化　□縮小　□終

祉

期設定　□休止・廃止

基

　運用益の減少に伴い

金

、補助対象としていた

運

4事業のうち、2事業

用

については今年度から

事

補助廃止し運用の効率

業

化を図
った。今後も効

担

率的な事業の開催方法

当

などについて社会福祉

課

協議会に助言・指導を

福

行ったうえで、補助事

祉

業を継続し
ていくべき

総

である。

務課

款

Ｃ

項

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

目

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

担

∨

当係 総務係

3 1 1



福祉サービスの範囲に加わったことに伴い、日常生活用具についても支給対象に加える

成果 ことで福祉の増進を図ることができた。

(できたこと)

　どこまで支給を認めていくかは近隣市とともに調整を行っていく必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 支給件数（件） 1,617 1,786 1,967 2,166
指標

 
指標

　他市でも同様の事業を実施しており、支給品目等も概ね同様であるが、市によっては独自の品目を設け支
他市との 給している。刈谷市でも人工内耳スピーチプロセッサーの買替えや人工内耳用電池の購入費用の支給を碧海
比較検証 5市の中で独自の取り組みとして行っている。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,143 19,542 21,800 20,370 合計 21,800,378 円
扶助費 21,800,378 円

財
　
源

特定財源 8,874 9,1

Ｄ

62 10,326 8,

　

036

一般財源 9,2

　

69 10,380 11

　

,474 12,334

Ｏ

職員人件費　② 1,4

　

36 2,122 1,4

　

03 1,466

総事業

∧

費（①＋②） 19,5

　

79 21,664 23

　

,203 21,836

実

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ２５年

　

度特定財源名称

２５年

施

度迄の累積事業費 0 障

　

害者地域生活支援事業

　

費補
助金（国）

２７年

∨

度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 障害児

　

・者福祉
施策体系

施策

刈

の内容 障害福祉サービ

谷

スの充実

目
　
　
　
的

　

市

障害者等に日常生活用

事

具費等を支給するこ

主

務

た
る
内
容

　障害者等に

事

日常生活用具費等を支

業

給する。
とにより、障

評

害者の自立した生活を

価

支援し、 また、同月内

シ

に補装具自己負担額と

ー

日常生活
障害者の福祉

ト

の増進を図る。 用具自

（

己負担額合計が月額負

様

担上限額を超え
た場合

式

、超過分を還付する。

１

 
＜事業内容＞
日常生

）

活用具費（難病含む）

会

、小児慢性特定
疾患児

計

日常生活用具費、住宅

名

改修費、情報・
通信支

担

援用具費、高額日常生

当

活用具費

位
置
づ
け

関連

部

計画 刈谷市障害者計画

福

、刈谷市障害福祉計画

祉

根拠法令 刈谷市日常生

健

活用具費支給事業実施

康

要綱、刈谷市障害者情

部

報・通信支援用具費支

一

給事業実施要綱等

対象

般

者 障害者、難病患者 事

会

業期間 平成１８年度 ～

計

実施方法 ■直営　□委

日

託　□指定管理　□補

常

助・助成　□その他

生活用具費支給事業

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

２３年度実績 ２４年度

当

実績 ２５年度実績 ２６

課

年度計画

日常生活用具

福

 1,613件 日常生

祉

活用具 1,776件

総

日常生活用具 1,9

務

60件 日常生活用具 

課

2,160件
住宅改修

款

 2件 住宅改修 7件

項

小児慢性特定疾患児日

目

常生活 小児慢性特定疾

担

患児日常生活
情報・通

当

信支援用具 2件 情報

係

・通信支援用具 3件

障

用具 2件 用具 2件

害

住宅改修 　3件 情報

給

・通信支援用具 3件

付

情報・通信支援用具 

係

1件 高額日常生活用具

3

 1件
高額日常生活用

1

具 1件　 　
 ※住宅

2

改修のみ「障害者日常
※「日常生活用具費支給事業｣生活支援事業」として実施
　始め3事業を統合

　法律改正により難病患者が障害



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　障害特性に合った日常生活

平

用具等を支給すること

成

で障害
・法的業務

高い

２

者の日常生活を直接的

６

に補助する事業である

年

ため、必要性
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

　

は高い。
・市民生活上

刈

必要である　など

　支

谷

払いに関しては代理受

市

領とし、申請者にとっ

事

て余計な
・コストの節

務

減、費用対効果
普通

手

事

続きが増えない体制を

業

取っているが、市町村

評

によって認
効率性 ・執

価

行体制の効率性 めてい

シ

る種目に差があるため

ー

、一律的な取扱いとな

ト

ってい
・手段の最適性

（

　など ない。

　国や県

様

からの補助があるが、

式

市の負担で行うべき事

２

業と
・市が主体となっ

）

て実施する
高い

して第

会

7次総合計画において

計

も位置づけられている

名

。
妥当性 　べき事業で

担

あるか
・総合計画との

当

整合性　など

　刈谷市

部

障害者計画にも記載さ

福

れている事業であり、

祉

市民

施策への ・施策へ

健

の貢献度
高い

サービス

康

の向上に対する貢献度

部

は高い。
・目標達成度

一

貢献度 ・市民サービス

般

への効果　など

今後の

会

方向性 ■拡充　□現状

計

維持　□改善・効率化

日

　□縮小　□終期設定

常

　□休止・廃止

　近隣

生

市と調整を図りながら

活

、支給種目を検討して

用

いく必要がある。

具費支給

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

事

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

業

評
　
価
　
∨

担当課 福祉総務課

款 項 目 担当係 障害給付係

3 1 2



なか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 支給人数（人） ― 2 9 12
指標

 
指標

　職親委託、更生訓練費、就職支度金については、国の実施要綱に基づく事業であるため、他市においても
他市との 概ね実施しているが、就労移行後支援については、刈谷市独自の事業である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 126 106 378 1,261 合計 378,350 円
扶助費 378,350 円

財
　
源

特定財源 63 55 70 0

一般財源 63 51 308 1,261

職員人件費　② 359 707 701 733

総事業費（①＋②） 485 813 1,079 1,994

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 社会参加と自立支援

谷

目
　
　
　
的

　就労を目

市

指す障害者や就労して

事

いる障害者

主
た
る
内
容

務

①職親委託：知的障害

事

者を預かり、生活訓練

業

が給付金の受給や職場

評

定着を支援する制度を

価

　及び就労支援をする

シ

職親に委託する。
利用

ー

することにより、自立

ト

した生活を支援し ②更

（

生訓練費：就労を目指

様

す障害者に対して
、障

式

害者の福祉の増進を図

１

る。 　更生訓練費を支

）

給する。
③就職支度金

会

：就労等により自立す

計

る場合に
　就職支度金

名

を交付する。
④就労移

担

行後支援：一般就労を

当

支援していた
　事業所

部

に対して本人や企業か

福

らの相談に応
　ずる経

祉

費を給付する。

位
置
づ

健

け

関連計画 刈谷市障害

康

者計画、刈谷市障害福

部

祉計画

根拠法令 刈谷市

一

更生訓練費給付事業実

般

施要綱、刈谷市施設入

会

所者等就職支度金給付

計

事業実施要綱

対象者 障

障

害者 事業期間 平成１８

害

年度 ～

実施方法 ■直営

者

　□委託　□指定管理

就

　□補助・助成　□そ

労

の他

支援事業
担当課 福

Ｂ
　
事
　
業
　

祉

実
　
績

２３年度実績 ２

総

４年度実績 ２５年度実

務

績 ２６年度計画

　 ①支

課

給人数　2人 ①支給人

款

数　1人 ①利用者　　

項

1人
　 　 ②支給人数　

目

4人 ②支給人数　2人

担

　 ※「更生訓練費給付

当

事業」に ③支給人数　

係

4人 ③支給人数　7人

障

　 　て実施 　 ④支給人

害

数　3人
　　　―――

企

―――― ※「更生訓練

画

費給付事業」始 ※「知

係

的障害者職親委託事業

3

　め3事業を統合 」を

1

統合

　就労にかかる各

2

種支援を実施することにより、障害者の社会参加と自立を促進した。

成果

(できたこと)

　一般就労者等事業の対象者が少ないため、支給は人数、金額ともに少ない。
課題

(でき



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　障害者の一般就労は非常に難し

平

く、また、職場定着も

成

重
・法的業務

高い
要で

２

あることから、それら

６

を物理的・精神的に支

年

える事業
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 であ

　

るため、必要性は高い

刈

。
・市民生活上必要で

谷

ある　など

　就労移行

市

後支援については、市

事

独自事業であるため今

務

後
・コストの節減、費

事

用対効果
普通

実施して

業

いく中で精査していく

評

ところがまだある可能

価

性が
効率性 ・執行体制

シ

の効率性 ある。
・手段

ー

の最適性　など

　国や

ト

県から補助が出ている

（

部分もあるが、市の負

様

担で行
・市が主体とな

式

って実施する
高い

うべ

２

き事業として第7次総

）

合計画においても位置

会

づけられて
妥当性 　べ

計

き事業であるか いる。

名

・総合計画との整合性

担

　など

　障害者の就労

当

を検討していくうえで

部

、足りない部分を一

施

福

策への ・施策への貢献

祉

度
高い

部事業化できて

健

おり、貢献度は高い。

康

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　■現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

障

・廃止

　就労を支援し

害

ていく事業であるが、

者

障害者の一般就労は非

就

常に厳しく対象者が少

労

ない。障害者の自立や

支

社会参加を
進めるため

援

、就労とその継続につ

事

いて引き続き事業を実

業

施していく。

担当課 福

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

祉

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

総

価
　
∨

務課

款 項 目 担当係 障害企画係

3 1 2



　1人

　各種手当を支給し、経済的支援をすることにより、障害者の自立した生活を支援し、障害者福祉の増進を図ることがで

成果 きた。

(できたこと)

　心身障害者扶助料については、市単独の手当であり、障害者の増加に伴い、手当支給額も増加し、市財政への負担も重
課題

くなってきている。今後の手当総額の伸びによっては、支給内容の見直しが必要になる可能性もある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 支給件数（件） 6,110 6,187 6,393 6,496
指標

 
指標

　心身障害者扶助料については、若干の金額の違いはあるものの、近隣各市も同様に実施している。
他市との 難病疾患見舞金については、近隣で実施していない市もある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 252,3

Ｄ

61 261,380 2

　

71,111 283,

　

722 合計 271,1

　

11,450 円
扶助

Ｏ

費 271,111,4

　

50 円

財
　
源

特定財

　

源 35,401 37,

∧

161 39,810 4

　

3,503

一般財源 2

　

16,960 224,

実

219 231,301

　

240,219

職員人

　

件費　② 2,512 2

施

,476 3,857 3

　

,664

総事業費（①

　

＋②） 254,873

∨

263,856 274,968 287,386

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 特別障害者手当等負担金（国
）

２７年度以降の事業費見込 0 特別障害者手当等事業費補助
金（県）

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 障害児・者福祉

　

施策体系
施策の内容 障

刈

害福祉サービスの充実

谷

目
　
　
　
的

　障害者等

市

に各種の手当等を支給

事

することに

主
た
る
内
容

務

　特別障害者手当、障

事

害児福祉手当、経過的

業

より、自立した生活を

評

支援し、障害者の福祉

価

福祉手当、心身障害者

シ

扶助料、難病疾患見舞

ー

の増進を図る。 金、在

ト

日外国人特別給付金を

（

支給する。

位
置
づ
け

関

様

連計画 刈谷市障害者計

式

画、刈谷市障害福祉計

１

画

根拠法令 特別児童扶

）

養手当等の支給に関す

会

る法律、刈谷市心身障

計

害者扶助料支給条例等

名

対象者 障害者、難病患

担

者 事業期間 昭和３９年

当

度 ～

実施方法 ■直営　

部

□委託　□指定管理　

福

□補助・助成　□その

祉

他

健康部

一般会計
手

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

２３年度実績 ２４

等

年度実績 ２５年度実績

給

２６年度計画

特別障害

付

者手当　　　 96人

事

特別障害者手当　　　

業

103人 特別障害者手

担

当　　 122人 特別

当

障害者手当　　　12

課

5人
障害児福祉手当　

福

　　 65人 障害児福

祉

祉手当　　　 68人

総

障害児福祉手当　　　

務

64人 障害児福祉手当

課

　　　 72人
経過的

款

福祉手当      

項

  7人 経過的福祉手

目

当        7

担

人 経過的福祉手当  

当

     6人 経過的

係

福祉手当      

障

  6人
心身障害者扶

害

助料　5,311人 心

給

身障害者扶助料　5,

付

341人 心身障害者扶

係

助料 5,494人 心

3

身障害者扶助料  5

1

,549人
難病疾患見

2

舞金　　　631人 難病疾患見舞金　　　668人 難病疾患見舞金　　 707人 難病疾患見舞金　　　743人
在日外国人特別給付金　0人 在日外国人特別給付金　0人 在日外国人特別給付金 0人 在日外国人特別給付金



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　法律及び条例等に定められている、

平

障害者の自立した生
・

成

法的業務
高い

活の基盤

２

となる事業であり、必

６

要性は高い。
必要性 ・

年

市民ニーズ、社会需要

度

・市民生活上必要であ

　

る　など

　心身障害者

刈

扶助料については、所

谷

得制限のない、市単独

市

・コストの節減、費用

事

対効果
普通

の事業であ

務

り、今後の障害者の増

事

加の度合によっては内

業

容
効率性 ・執行体制の

評

効率性 の見直しが必要

価

になることも考えられ

シ

る。
・手段の最適性　

ー

など

　障害のある人も

ト

障害のない人と同様に

（

普通の生活を送る
・市

様

が主体となって実施す

式

る
高い

ことができるよ

２

う支援するものであり

）

、市が実施する妥当
妥

会

当性 　べき事業である

計

か 性、総合計画との整

名

合性とも高いといえる

担

。
・総合計画との整合

当

性　など

　障害者を対

部

象としたアンケートに

福

おいて、生活していく

祉

施策への ・施策への貢

健

献度
高い

上での収入源

康

としてこの事業で支給

部

する手当等は高い割合

一

・目標達成度 を占めて

般

おり、貢献度の高い事

会

業ということができる

計

。
貢献度 ・市民サービ

手

スへの効果　など

今後

当

の方向性 ■拡充　□現

等

状維持　□改善・効率

給

化　□縮小　□終期設

付

定　□休止・廃止

　障

事

害者の増加により各種

業

手当総額も増加してい

担

ることから、今後財源

当

の確保が難しくなって

課

ることも考えられるが

福

、現行の水準は維持し

祉

ていくべきだと考えら

総

れる。

務課

款

Ｃ
 

項

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

目

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 障害給付係

3 1 2



べ件数 ― 46 140 169
指標 （件）

指標
　近隣市において3障害を総合的に支援する施設は刈谷市のみである。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 57,056 58,395 61,616 合計 58,395,014 円
需用費 1,649,550 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 12,464 円
委託料 56,733,000 円

一般財源 0 57,056 58,395 61,616

職員人件費　② 0 1,768 1,052 733

総事業費（①＋②） 0 58,824 59,447 62,349

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 障害児・者福祉
施策

刈

体系
施策の内容 障害福

谷

祉施設の充実

目
　
　
　

市

的

　障害者が障害者支

事

援センターでの各種相

務

談

主
た
る
内
容

　障害者

事

支援センターの管理運

業

営を指定管理
や就労訓

評

練、自立訓練を行うこ

価

とにより、自 者に委託

シ

し、施設において一般

ー

相談や日中の
立した生

ト

活を支援し、障害者の

（

福祉の増進を 過ごす場

様

としての地域活動支援

式

センター事業
図る。 を

１

実施する。

位
置
づ
け

関

）

連計画 刈谷市障害者計

会

画、刈谷市障害福祉計

計

画

根拠法令 障害者の日

名

常生活及び社会生活を

担

総合的に支援するため

当

の法律

対象者 障害者 事

部

業期間 平成２４年度 ～

福

実施方法 □直営　□委

祉

託　■指定管理　□補

健

助・助成　□その他

康部

一般会計
障害者

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

支

２３年度実績 ２４年度

援

実績 ２５年度実績 ２６

セ

年度計画

 相談延べ件

ン

数　3,526件 相談

タ

延べ件数　5,292

ー

件 相談延べ件数　6,

管

000件
 地域活動支

理

援センター　 地域活動

運

支援センター　 地域活

営

動支援センター　
 利

事

用者延べ数　2,40

業

1人 利用者延べ数　4

担

,982人　 利用者延

当

べ数　6,000人　

課

 
　　　――――――

福

―　　　

　障害者の自

祉

立した生活を支援する

総

ための相談や日中の過

務

ごす場などを提供する

課

ことにより、福祉の増

款

進を図ることがで

成果

項

きた。

(できたこと)

目

　相談件数及び地域活

担

動支援センターの実績

当

は上がってきたが、多

係

機能型事業所の実績が

障

上がってこないため、

害

更なる広
課題

報活動を

企

健闘する必要がある。

画

(できなか 

 ったこ

係

と)

指標名称（単位）

3

実績値 目標値

２３年度

1

２４年度 ２５年度 ２６

2

年度 ２８年度

活動 サービス等利用計画作成延



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　3障害を総合的に

平

支援する施設として開

成

所され、障害者の
・法

２

的業務
高い

拠点となる

６

べき必要性が高い。
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要
・市民生活上必

　

要である　など

　開所

刈

してから年間の実績が

谷

把握できるようになっ

市

たため
・コストの節減

事

、費用対効果
普通

、指

務

定管理料に含まれてい

事

る金額の内訳を精査し

業

ていく必
効率性 ・執行

評

体制の効率性 要がある

価

。
・手段の最適性　な

シ

ど

　公共施設として各

ー

障害者に対する受け皿

ト

となる必要があ
・市が

（

主体となって実施する

様

高い
り、行政が主体と

式

なって行う妥当性とし

２

ては高い。
妥当性 　べ

）

き事業であるか
・総合

会

計画との整合性　など

計

　相談及び地域活動支

名

援センターは無料で利

担

用できるなど

施策への

当

・施策への貢献度
高い

部

市民サービスは充実し

福

ている。
・目標達成度

祉

貢献度 ・市民サービス

健

への効果　など

今後の

康

方向性 ■拡充　□現状

部

維持　□改善・効率化

一

　□縮小　□終期設定

般

　□休止・廃止

　多機

会

能型事業所の利用者を

計

伸ばすための広報活動

障

やサービス等利用計画

害

の作成に当たっての人

者

員を確保するととも
に

支

、すべての障害者にと

援

って利用しやすい開け

セ

た施設であるようにし

ン

ていく検討が必要であ

タ

る。

ー管理

Ｃ
 
　

運

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

営

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 福祉総務課

款 項 目 担当係 障害企画係

3 1 2



開発から10年が過ぎ、システムの点検も含め、大規模改修の要否を確認しなければいけない。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

 
指標

 
指標

 システムのあり方など各市状況が異なり、比較検証には適さない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,739 16,583 17,101 17,722 合計 17,100,531 円
需用費 39,375 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 11,994,696 円
使用料及び賃借料

一般財源 16,739 16,583 17,101 17,722 5,066,460 円

職員人件費　② 359 283 281 293

総事業費（①＋②） 17,098 16,866 17,382 18,015

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業

Ｄ

費 0

２７年度以降の事

　

業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 計画推進

度

基本施策 行政経営
施策

　

体系
施策の内容 効率的

刈

な行政運営

目
　
　
　
的

谷

福祉関係の各課の業務

市

を一元的に管理してい

事

主
た
る
内
容

福祉システ

務

ムの機器等を借上げ、

事

システムの
る福祉シス

業

テムの、安定的な運用

評

を図る。 維持管理を委

価

託する。
　主なシステ

シ

ム業務
・障害者福祉、

ー

自立支援･地域生活支

ト

援
・特別児童扶養手当

（

・高齢者福祉
・児童手

様

当、子ども手当
・児童

式

扶養手当、遺児手当
・

１

保育園入所
・医療費助

）

成
・後期高齢者福祉医

会

療

位
置
づ
け

関連計画  

計

根拠法令  

対象者 市職

名

員 事業期間 平成１３年

担

度 ～

実施方法 ■直営　

当

■委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

福

他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

福

　
績

２３年度実績 ２４

祉

年度実績 ２５年度実績

シ

２６年度計画

消耗品費

ス

　　　 195,51

テ

0円 消耗品費　　　　

ム

39,375円 消耗品

管

費　　　 39,37

理

5円 消耗品費　　　 

事

172,000円
ｼｽ

業

ﾃﾑ委託料　11,9

担

06,496円 ｼｽﾃ

当

ﾑ委託料　11,90

課

6,496円 ｼｽﾃﾑ

福

委託料　11,994

祉

,696円 ｼｽﾃﾑ委

総

託料　12,338,

務

000円
機器借上料　

課

 4,636,800

款

円 機器借上料　 4,

項

636,800円 機器

目

借上料　 5,066

担

,460円 機器借上料

当

　 5,212,00

係

0円
ｼｽﾃﾑ担当者検

総

討会議 ｼｽﾃﾑ担当者

務

検討会議 ｼｽﾃﾑ担当

係

者検討会議 ｼｽﾃﾑ担

3

当者検討会議
　年6回

1

開催 　年6回開催 　年

1

6回開催 　年6回開催

　福祉サービスの利用状況などの情報を一元的に把握することにより、必要な福祉サービスの提供が可能となり、市民サ

成果 ービスの向上が図られた。

(できたこと)

 システム



民生児童委員が地域と行政のパイプ役となり、また支え役の核となり、高齢者、障害者、その他援助を必要とする人が

成果 地域の中で安心して暮らすことができた。

(できたこと)

　民生委員からの相談や質問に迅速に対応できるよう取り組む。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 相談件数（件） 2,626 3,294 2,257 3,400 3,600
指標
成果 訪問件数（件） 14,761 16,815 16,994 17,000 17,200
指標

           人口　　委員数                人口　　委員数
他市との   安城   184,074人　216人 　　　高浜 　 46,169人　 54人
比較検証 　知立    70,557人　107人　　　 碧南    71,876人　115人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算

Ｄ

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 8

　

,426 8,450 8

　

,439 8,542 合

Ｏ

計 8,439,335

　

 円
報償費 6,832

　

,975 円

財
　
源

特

∧

定財源 0 0 0 0 旅費 5

　

4,360 円
負担金

　

、補助及び

一般財源 8

実

,426 8,450 8

　

,439 8,542 交

　

付金 1,552,00

施

0 円

職員人件費　②

　

4,379 4,386

　

3,928 4,323

∨

総事業費（①＋②） 12,805 12,836 12,367 12,865

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 地域福祉
施策

　

体系
施策の内容 地域福

刈

祉活動の推進

目
　
　
　

谷

的

民生・児童委員の福

市

祉活動を支え、また、

事

委

主
た
る
内
容

常に市民

務

の立場に立って活動し

事

ている民生・
員の人格

業

識見の向上と、福祉サ

評

ービスの知識 児童委員

価

の活動に対する補助を

シ

行う。主な民
の修得に

ー

より、地域福祉の増進

ト

を図る。 生・児童委員

（

の活動内容は、地域で

様

の生活相
談・支援事業

式

、高齢者の実態調査、

１

ひとり暮
らし高齢者へ

）

の電話訪問、研修会や

会

勉強会の
開催。

位
置
づ

計

け

関連計画  

根拠法令

名

民生委員法、児童福祉

担

法

対象者 民生・児童委

当

員 事業期間 ～

実施方法

部

■直営　□委託　□指

福

定管理　□補助・助成

祉

　□その他

健康部

一般会計
民

Ｂ
　
事

生

　
業
　
実
　
績

２３年度

児

実績 ２４年度実績 ２５

童

年度実績 ２６年度計画

委

総会　1回、研修会　

員

2回 総会　1回、研修

活

会　2回 総会　1回、

動

研修会　2回 総会　1

事

回、研修会　2回
理事

業

・役員会　8回 理事・

担

役員会　8回 理事・役

当

員会　8回 理事・役員

課

会　8回
地区民協活動

福

　7回 地区民協活動　

祉

7回 地区民協活動　8

総

回 地区民協活動　7回

務

専門部会活動　4回 専

課

門部会活動　4回 専門

款

部会活動　4回 専門部

項

会活動　4回
愛知県社

目

会福祉大会 愛知県社会

担

福祉大会 愛知県社会福

当

祉大会 愛知県社会福祉

係

大会
全民生委員活動（

総

延）日数 西三河九市二

務

郡民生委員児童 西三河

係

九市一町民生委員児童

3

西三河九市一町民生委

1

員児童
　　20,62

1

5日 委員協議会長及び事務主任者 委員協議会長及び事務主任者 委員協議会長及び事務主任者
会議 会議 会議
全民生委員活動（延）日数 全民生委員活動（延）日数
　　21,708日 　　21,989日

　



な
課題

状況にある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

 
指標

 
指標

      　  人口       現員数  　               人口　　 　現員数
他市との 安城市  182,913人 　　52人　   　 　碧南市   72,140人 　　20人 
比較検証 知立市　 70,559人 　　21人　   　　 高浜市   46,016人 　　15人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,239 3,296 1,612 2,584 合計 1,611,610 円
旅費 1,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 868 需用費 349,900 円
役務費 24,150 円

一般財源 1,239 3,296 1,612 1,716 使用料及び賃借料

Ｄ

16,500 円
負担

　

金、補助及び

職員人件

　

費　② 3,194 3,

　

678 4,138 3,

Ｏ

957 交付金 1,21

　

9,400 円

総事業

　

費（①＋②） 4,43

∧

3 6,974 5,75

　

0 6,541

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

実

円） 0 ２５年度特定財

　

源名称

２５年度迄の累

　

積事業費 0

２７年度以

施

降の事業費見込 0

　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 福祉安全

基本施

度

策 防犯・交通安全
施策

　

体系
施策の内容 地域の

刈

安全性の強化

目
　
　
　

谷

的

更生保護活動の増進

市

により、犯罪や非行の

事

な

主
た
る
内
容

保護司会

務

及び更生保護女性会の

事

行う更生保護
い明るい

業

社会の実現を図る。 活

評

動並びに研修活動等に

価

対し、補助金を交付
す

シ

る。

位
置
づ
け

関連計画

ー

 

根拠法令 保護司法

対

ト

象者 保護司会、更生保

（

護女性会 事業期間 ～

実

様

施方法 ■直営　□委託

式

　□指定管理　□補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

健

３年度実績 ２４年度実

康

績 ２５年度実績 ２６年

部

度計画

保護司会 保護司

一

会 保護司会 保護司会
　

般

総会、理事・役員会 　

会

総会、理事・役員会 　

計

総会、理事・役員会 　

保

総会、理事・役員会
　

護

研修会（定例4、視察

司

3） 　研修会（定例4

活

、視察2） 　研修会（

動

定例4、視察3） 　研

事

修会（定例4、視察3

業

）
　社明運動啓発活動

担

　社明運動啓発活動　

当

　社明運動啓発活動　

課

　社明運動啓発活動　

福

更生保護女性会 更生保

祉

護女性会 更生保護女性

総

会 更生保護女性会
　総

務

会、理事会 　総会、理

課

事会 　総会、理事会 　

款

総会、理事会
　研修会

項

（視察3） 　研修会（

目

視察3） 　研修会（視

担

察3） 　研修会（視察

当

3）
　ひよこ集会啓発

係

活動 　ひよこ集会啓発

総

活動 　ひよこ集会啓発

務

活動 　ひよこ集会啓発

係

活動
　社明運動啓発活

3

動 　社明運動啓発活動

1

　社明運動啓発活動 　

1

社明運動啓発活動

　保護司会や更生保護女性会に対し、活動費及び啓発物品購入費の補助を行い、更生保護活動の支援を行った。

成果

(できたこと)

　地域社会のつながりの希薄化や更正保護活動の知名度が低さから、保護司のなり手不足や更女会員の新規発掘が困難



0 需用費 176,250 円

一般財源 0 0 218 0

職員人件費　② 0 0 2,455 0

総事業費（①＋②） 0 0 2,673 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

地域福祉
施策体系

施策

刈

の内容 地域福祉活動の

谷

推進

目
　
　
　
的

民生委

市

員の任期は3年間で、

事

平成25年12月1日

務

主
た
る
内
容

退任式、辞

事

令伝達式を開催。新任

業

者に対して
付けで民生

評

委員全員の一斉改選が

価

行われるに 新任研修会

シ

を実施し、民生委員の

ー

基本的職務
あたり、退

ト

任式、辞令伝達式、新

（

任研修会を 等について

様

説明を行う。
行い、退

式

任者への慰労を図ると

１

ともに、新任
者の基礎

）

知識の習得を図る。

位

会

置
づ
け

関連計画

根拠法

計

令

対象者 事業期間 ～

実

名

施方法 □直営　□委託

担

　□指定管理　□補助

当

・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

３年度実績 ２４年度実

民

績 ２５年度実績 ２６年

生

度計画

　 　 報償費　　

児

　　42,000円 　

童

　 　 食糧費　　　　8

委

5,500円 　
　 　 印

員

刷製本費　　90,7

一

50円 　
　 　 　
　　　

斉

――――――― 　　　

改

――――――― 　　　

選

―――――――

　欠員

辞

を出すことなく、定員

令

である153人の委嘱

伝

をすることが出来た。

達

成果

(できたこと)

課

事

題

(できなか 

 った

業

こと)

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２３年

当

度 ２４年度 ２５年度 ２

課

６年度 ２８年度

指標

指

福

標

他市との
比較検証

祉総務課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

係

ト

単位：千円
２３年度

総

２４年度 ２５年度 ２６

務

年度 ２５年度

（決算）

係

（決算） （決算） （予

3

算） 事業費内訳

事業費

1

　① 0 0 218 0 合計

1

218,250 円
報償費 42,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0



り高齢者や障害者も安心して暮 ― 64.9 ― 63.0 64.0
指標 らせると思う市民の割合（％）

 
指標

　社会福祉施設の管理運営を委託する人件費主体の事業であり、事業評価のための比較検証には適さない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 119,360 104,198 129,097 189,118 合計 129,097,330 円
委託料 129,097,330 円

財
　
源

特定財源 13,388 10,916 12,583 15,502

一般財源 105,972 93,282 116,514 173,616

職員人件費　② 502 460 245 220

総事業費（①＋②） 119,862 104,658 129,342 189,338

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 老人ホーム扶養義務者負担金
老人ホーム被措置者負担金

２７年度以降の事業費見込 0 老人ホーム入所者措置

Ｄ

収入

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 計画

度

推進

基本施策 行政経営

　

施策体系
施策の内容 効

刈

率的な行政運営

目
　
　

谷

　
的

市の設置する社会

市

福祉施設を適正に運営

事

し、

主
た
る
内
容

市の設

務

置する社会福祉施設の

事

指定管理者であ
社会福

業

祉の向上を図る。 る刈

評

谷市社会福祉協議会に

価

対し、運営を委託
する

シ

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

ー

谷市地域福祉計画

根拠

ト

法令  

対象者 刈谷市社

（

会福祉協議会 事業期間

様

平成２２年度 ～ 平成２

式

６年度

実施方法 □直営

１

　■委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

２３年度実績 ２

部

４年度実績 ２５年度実

一

績 ２６年度計画

人件費

般

　26人分 人件費　2

会

8人分 人件費　31人

計

分 人件費　31人分
事

社

業費 事業費 事業費 事業

会

費
・職員の旅費、研修

福

費、福利 ・職員の旅費

祉

、研修費、福利 ・職員

施

の旅費、研修費、福利

設

・職員の旅費、研修費

運

、福利
厚生費 厚生費 厚

営

生費 厚生費
・施設管理

事

用事務費の消耗品 ・施

業

設管理用事務費の消耗

担

品 ・施設管理用事務費

当

の消耗品 ・施設管理用

課

事務費の消耗品
費、通

福

信運搬費、保守委託料

祉

費、通信運搬費、保守

総

委託料 費、通信運搬費

務

、保守委託料 費、通信

課

運搬費、保守委託料
等

款

等 等 等

　社会福祉協議

項

会に運営委託すること

目

で、施設利用者のニー

担

ズに応じたサービスの

当

提供を行うとともに、

係

安定した施設運

成果 営

障

を行い、社会福祉の向

害

上に寄与することがで

企

きた。

(できたこと)

画

　障害者、高齢者はじ

係

め各種福祉サービスの

3

制度改正に適正かつ柔

1

軟に対応できる運営体

1

制づくりが必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 地域の支えあいによ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 586 586 617 636 合計 617,105 円
需用費 45,780 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 49,875 円
委託料 492,450 円

一般財源 586 586 617 636 使用料及び賃借料 29,000 円

職員人件費　② 646 849 421 1,905

総事業費（①＋②） 1,232 1,435 1,038 2,541

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 地域福祉
施策体系

　

施策の内容 地域福祉活

刈

動の推進

目
　
　
　
的

戦

谷

没者追悼式を開催し、

市

戦没者に対する追悼

主

事

た
る
内
容

毎年一回、戦

務

没者遺族を招いて、戦

事

没者追悼
及び恒久平和

業

の確立を図る。 式を開

評

催し、千余柱の戦没者

価

に追悼の意を表
すとと

シ

もに、恒久平和を祈念

ー

する。

位
置
づ
け

関連計

ト

画  

根拠法令  

対象者

（

戦没者遺族 事業期間 ～

様

実施方法 ■直営　□委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

健

２３年度実績 ２４年度

康

実績 ２５年度実績 ２６

部

年度計画

戦没者追悼式

一

戦没者追悼式 戦没者追

般

悼式 戦没者追悼式
　1

会

0/18開催（産振セ

計

ンター）　10/26

戦

開催（産振センター）

没

　10/29開催（産

者

振センター）　10/

追

28開催予定
　遺族会

悼

員　717人 　遺族会

式

員　702人 　遺族会

事

員　656人 　遺族会

業

員　650人

　追悼式

担

の実施により、戦没者

当

に対する追悼及び恒久

課

平和を祈念することが

福

できた。

成果

(できた

祉

こと)

　遺族参列者の

総

減少がみられ、会場を

務

含む開催方法等の検討

課

を要する。
課題

(でき

款

なか 

 ったこと)

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

２３年度 ２４年

担

度 ２５年度 ２６年度 ２

当

８年度

活動 追悼式遺族

係

参列者数（人） 96 1

総

00 130 100 10

務

0
指標

 
指標

　碧南、

係

西尾･･･「戦没者追

3

悼式」
他市との   知

1

立　　　･･･「平和

1

祈念式」
比較検証 　安城　　　･･･ 実施なし

　各市の規模は100人～1200人。



位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 愛血友の会　協力企業数（企業） 24 26 24 26 26
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,170 1,170 1,170 1,170 合計 1,170,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,170,000 円

一般財源 1,170 1,170 1,170 1,170

職員人件費　② 467 424 351 440

総事業費（①＋②） 1,637 1,594 1,521 1,610

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 参加・協働
施策体

　

系
施策の内容 市民活動

刈

の推進

目
　
　
　
的

福祉

谷

関係団体の活動に対す

市

る補助により、社

主
た

事

る
内
容

福祉関係団体の

務

活動に対して補助を交

事

付する
会福祉の向上を

業

図る。 。

位
置
づ
け

関連

評

計画  

根拠法令  

対象

価

者 福祉関係団体 事業期

シ

間 ～

実施方法 ■直営　

ー

□委託　□指定管理　

ト

□補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

２３年度実績 ２４

部

年度実績 ２５年度実績

福

２６年度計画

愛血友の

祉

会　　500,000

健

円 愛血友の会　　50

康

0,000円 愛血友の

部

会　　500,000

一

円 愛血友の会　　50

般

0,000円
　献血　

会

延べ37回　2,52

計

3人 　献血　延べ38

福

回　2,687人 　献

祉

血　延べ35回　2,

団

048人 郷友会　　　

体

　145,000円
郷

補

友会　　 　 145

助

,000円 郷友会　　

事

　　145,000円

業

郷友会　　　　145

担

,000円 旧軍人恩給

当

会　75,000円
旧

課

軍人恩給会　75,0

福

00円 旧軍人恩給会　

祉

75,000円 旧軍人

総

恩給会　75,000

務

円 遺族連合会　　45

課

0,000円
遺族連合

款

会　　450,000

項

円 遺族連合会　　45

目

0,000円 遺族連合

担

会　　450,000

当

円
　会員　717人 　

係

会員　702人 　会員

総

　656人

　愛血友の

務

会の活動への補助によ

係

り、企業へ献血活動の

3

参加を促し、協力を得

1

ることができた。

成果

1

　各団体への補助により、戦没者慰霊行事を行うことができた。

(できたこと)

　会員の高齢化と、それに伴う会員数の減少により、補助金の目的に沿った事業の展開が難しくなっている団体がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単



２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 179 0 合計 178,800 円
報償費 108,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 70,000 円

一般財源 0 0 179 0

職員人件費　② 0 0 2,104 0

総事業費（①＋②） 0 0 2,283 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 障害福祉施設の充実

谷

目
　
　
　
的

　つくし作

市

業所が指定管理者を更

事

新するため

主
た
る
内
容

務

　選定のために選定委

事

員会を設置し、内容の

業

、新たな指定管理者を

評

選定し、市民サービス

価

審査、ヒアリング等を

シ

実施し、公正かつ公平

ー

の向上・行政コストの

ト

縮減を図る。 に最も適

（

した団体を指定管理者

様

の候補として
決定する

式

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

１

谷市障害者計画

根拠法

）

令 地方自治法、刈谷市

会

指定管理者選定委員会

計

設置要綱

対象者 指定管

名

理者 事業期間 平成２５

担

年度 ～ 平成２５年度

実

当

施方法 ■直営　■委託

部

　□指定管理　□補助

福

・助成　□その他

祉健康部

一般会計
指

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

定

３年度実績 ２４年度実

管

績 ２５年度実績 ２６年

理

度計画

　 　 指定管理者

者

の選定 　
　 　 　
　 　 　

選

　 　 　
　　　――――

定

――― 　　　――――

事

――― 　　　――――

業

―――

　選定委員会を

担

設置したことにより、

当

適正な指定管理者の選

課

定が行われ、市民サー

福

ビスの向上やコストの

祉

削減等が図られ

成果 た

総

。

(できたこと)

　指

務

定管理料について大幅

課

な内容の見直しを行っ

款

たため、予算の内訳に

項

ついて指定管理者とし

目

っかり確認していく必

担

要が
課題

ある。
(でき

当

なか 

 ったこと)

指

係

標名称（単位）
実績値

障

目標値

２３年度 ２４年

害

度 ２５年度 ２６年度 ２

企

８年度

活動 選定委員会

画

開催数（回） ― ― 3 ―

係

―
指標

指標

他市との
比

3

較検証

1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 10,868 0 合計 10,867,500 円
委託料 10,867,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 10,868 0

職員人件費　② 0 0 1,403 0

総事業費（①＋②） 0 0 12,271 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 障害児・

　

者福祉
施策体系

施策の

刈

内容 障害福祉サービス

谷

の充実

目
　
　
　
的

　障

市

害者総合支援法の施行

事

に伴う制度改正に

主
た

務

る
内
容

　平成25年、

事

26年各4月から段階

業

的に施行され
対応する

評

ためにシステムの改修

価

を行う。 る障害者総合

シ

支援法について、平成

ー

26年4月か
ら大幅な

ト

制度改正があり、現行

（

の福祉システ
ムでは対

様

応できない箇所の改修

式

を行う。

位
置
づ
け

関連

１

計画 刈谷市障害者計画

）

根拠法令 地域社会にお

会

ける共生の実現に向け

計

て新たな障害保健福祉

名

施策を講ずるための関

担

係法律の整備に関する

当

対象者 障害者 事業期間

部

平成２５年度 ～ 平成２

福

５年度

実施方法 □直営

祉

　■委託　□指定管理

健

　□補助・助成　□そ

康

の他

部

一般会計
福祉シ

Ｂ
　
事
　
業
　

ス

実
　
績

２３年度実績 ２

テ

４年度実績 ２５年度実

ム

績 ２６年度計画

　 　 シ

改

ステム改修 　
　 　 　
　

修

　 　
　 　 　
　　　――

事

――――― 　　　――

業

――――― 　　　――

担

―――――

　平成26

当

年4月法改正に対応で

課

きるようシステム改修

福

を行い、市民サービス

祉

の向上と事務の効率化

総

を図ることができた。

務

成果

(できたこと)

　

課

今後も、法改正等に伴

款

い変更がある都度、改

項

修していく必要がある

目

。
課題

(できなか 

 

担

ったこと)

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

２

係

３年度 ２４年度 ２５年

障

度 ２６年度 ２８年度

活

害

動 システム改修 ― ― 実

給

施 ― ―
指標

指標
　法改

付

正に伴う改修であるた

係

めに他市においても同

3

様の改修を行っている

1

。
他市との
比較検証

2



る。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 728,311 760,366 778,513 871,902 合計 778,513,064 円
扶助費 778,513,064 円

財
　
源

特定財源 547,323 537,699 580,779 653,936

一般財源 180,988 222,667 197,734 217,966

職員人件費　② 3,589 3,537 3,507 3,664

総事業費（①＋②） 731,900 763,903 782,020 875,566

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者自立支援給付費負担金
（国）、障害者自立支援給付

２７年度以降の事業費見込 0 費負担金（県）、知的障害者
施設措置費負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 障害児・者福祉
施

　

策体系
施策の内容 障害

刈

福祉サービスの充実

目

谷

　
　
　
的

　障害者に介

市

護給付費を支給するこ

事

とにより

主
た
る
内
容

　

務

介護給付に係る費用の

事

公費負担分（原則9割

業

、自立した生活を支援

評

し、障害者の福祉の増

価

）を給付する。
進を図

シ

る。 ＜事業内容＞
居宅

ー

介護、重度訪問介護、

ト

同行援護、
行動援護、

（

短期入所、共同生活介

様

護、
重度障害者等包括

式

支援、療養介護、
生活

１

介護、施設入所支援、

）

施設措置、
療養介護医

会

療

位
置
づ
け

関連計画 刈

計

谷市障害者計画、刈谷

名

市障害福祉計画

根拠法

担

令 障害者の日常生活及

当

び社会生活を総合的に

部

支援するための法律

対

福

象者 障害者 事業期間 平

祉

成１８年度 ～

実施方法

健

■直営　□委託　□指

康

定管理　□補助・助成

部

　□その他

一般会計
介護給付

Ｂ
　
事

事

　
業
　
実
　
績

２３年度

業

実績 ２４年度実績 ２５

担

年度実績 ２６年度計画

当

延利用人数　6,26

課

4人 延利用人数　5,

福

967人 延利用人数　

祉

5,882人 延利用人

総

数　5,647人
　
※

務

療養介護医療のみ「障

課

害者
医療費支給事業」

款

として実施
※「高額障

項

害福祉サービス費
支給

目

事業」を統合

　介護給

担

付にかかる費用を公費

当

負担することにより、

係

障害者及びその家族等

障

が自立した日常生活、

害

社会生活を送ることが

給

成果 できるよう支援し

付

、福祉の増進を図るこ

係

とができた。

(できた

3

こと)

　事業の普及・

1

拡大により財政負担が

2

増加している。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 延利用人数（人） 6,264 5,967 5,882 5,647
指標

 
指標

 法律に基づき行う事業であり各市共通であ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 122,867 297,973 341,076 396,785 合計 341,075,782 円
扶助費 341,075,782 円

財
　
源

特定財源 91,928 210,319 254,610 297,590

一般財源 30,939 87,654 86,466 99,195

職員人件費　② 3,589 3,537 3,507 3,664

総事業費（①＋②） 126,456 301,510 344,583 400,449

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者自立支援給付費負担金
（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者自立支援給付費負担金
（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 障害児・者福祉

　

施策体系
施策の内容 社

刈

会参加と自立支援

目
　

谷

　
　
的

　障害者に訓練

市

等給付費を支給するこ

事

とによ

主
た
る
内
容

　訓

務

練等給付に係る公費負

事

担分（原則費用の9
り

業

、自立した生活を支援

評

し、障害者の福祉の 割

価

）を給付する。
増進を

シ

図る。 ＜事業内容＞
自

ー

立訓練、就労移行支援

ト

、就労継続支援、
グル

（

ープホーム、計画相談

様

支援

位
置
づ
け

関連計画

式

刈谷市障害者計画、刈

１

谷市障害福祉計画

根拠

）

法令 障害者の日常生活

会

及び社会生活を総合的

計

に支援するための法律

名

対象者 障害者 事業期間

担

平成１８年度 ～

実施方

当

法 ■直営　□委託　□

部

指定管理　□補助・助

福

成　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　

訓

事
　
業
　
実
　
績

２３年

練

度実績 ２４年度実績 ２

等

５年度実績 ２６年度計

給

画

延利用人数　1,2

付

58人 延利用人数　2

事

,746人 延利用人数

業

　3,176人 延利用

担

人数　3,653人

　

当

訓練等給付にかかる費

課

用を公費負担すること

福

により、障害者及びそ

祉

の家族等が自立した日

総

常生活、社会生活を送

務

ること

成果 ができるよ

課

う支援し、福祉の増進

款

を図ることができた。

項

また、刈谷市障害者自

目

立支援協議会の就労支

担

援部会にて雇用アッ

(

当

できたこと) プセミナ

係

ーを開催し、障害者の

障

雇用促進を行った。

　

害

障害者数の増、事業の

給

普及・拡大により利用

付

者数、事業費ともに急

係

伸している。
課題

(で

3

きなか 

 ったこと)

1

指標名称（単位）
実績

2

値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 延利用人数（人） 1,258 2,746 3,176 3,653
指標

 
指標

　法律に基づき行う事業であり各市共通である。
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 100 112 157 0 合計 156,913 円
扶助費 156,913 円

財
　
源

特定財源 74 82 117 0

一般財源 26 30 40 0

職員人件費　② 359 354 351 0

総事業費（①＋②） 459 466 508 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者自立支援給付費負担金
（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者自立支援給付費負担金
（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 障害児・者福祉
施策

刈

体系
施策の内容 障害福

谷

祉サービスの充実

目
　

市

　
　
的

　同一世帯にサ

事

ービス等を利用する者

務

が複数

主
た
る
内
容

　同

事

一世帯に障害福祉サー

業

ビスを利用する者
おり

評

、合算したときに利用

価

者負担額の上限を が複

シ

数いる場合等に、償還

ー

払い方式により世
上回

ト

る障害者に、高額障害

（

福祉サービス費を 帯内

様

の利用者負担を月額上

式

限負担額まで軽減
支給

１

することにより、自立

）

した生活を支援し する

会

。
、障害者の福祉の増

計

進を図る。

位
置
づ
け

関

名

連計画 刈谷市障害者計

担

画、刈谷市障害福祉計

当

画

根拠法令 障害者の日

部

常生活及び社会生活を

福

総合的に支援するため

祉

の法律

対象者 障害者 事

健

業期間 平成１８年度 ～

康

実施方法 ■直営　□委

部

託　□指定管理　□補

一

助・助成　□その他

般会計
高額障害福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

サ

２３年度実績 ２４年度

ー

実績 ２５年度実績 ２６

ビ

年度計画

延利用件数　

ス

15件 延利用件数　4

費

0件 延利用件数　64

支

件 ※事業統合により「

給

介護給付
事業」として

事

実施
（予算額871,

業

902,000円）

　

担

障害福祉サービスの利

当

用者負担の軽減を図る

課

ことにより、障害者等

福

が自立した日常生活、

祉

社会生活を送ることが

総

できる

成果 よう支援し

務

、福祉の増進を図るこ

課

とができた。

(できた

款

こと)

　複数の事業を

項

またぐ事業であるため

目

、関係課と連携をとり

担

ながら進める必要があ

当

る。
課題

(できなか 

係

 ったこと)

指標名称

障

（単位）
実績値 目標値

害

２３年度 ２４年度 ２５

給

年度 ２６年度 ２８年度

付

活動 延利用件数（件）

係

15 40 64 ―
指標

 

3

指標
　法律に基づき行

1

う事業であり各市共通

2

である。
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,242 22,205 27,554 26,182 合計 27,553,807 円
扶助費 27,553,807 円

財
　
源

特定財源 16,681 13,743 13,827 19,636

一般財源 5,561 8,462 13,727 6,546

職員人件費　② 1,077 1,061 1,403 1,466

総事業費（①＋②） 23,319 23,266 28,957 27,648

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者自立支援補装具給付費
負担金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者自立支援補装具給付費
負担金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 障害児・者福

　

祉
施策体系

施策の内容

刈

障害福祉サービスの充

谷

実

目
　
　
　
的

　身体障

市

害者に補装具費を支給

事

することによ

主
た
る
内

務

容

　身体障害者の機能

事

障害を補い、日常生活

業

を
り、自立した生活を

評

支援し、障害者の福祉

価

の 容易にするための装

シ

具を交付（修理）する

ー

。
増進を図る。 ＜事業

ト

内容＞
義肢、装具、補

（

聴器、車いす等の交付

様

・修理

位
置
づ
け

関連計

式

画 刈谷市障害者計画、

１

刈谷市障害福祉計画

根

）

拠法令 障害者の日常生

会

活及び社会生活を総合

計

的に支援するための法

名

律

対象者 身体障害者 事

担

業期間 平成１８年度 ～

当

実施方法 ■直営　□委

部

託　□指定管理　□補

福

助・助成　□その他

祉健康部

一般会計
補

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

装

２３年度実績 ２４年度

具

実績 ２５年度実績 ２６

費

年度計画

交付件数　1

支

71件 交付件数　18

給

0件 交付件数　189

事

件 交付件数　199件

業

　身体障害者の機能障

担

害を補い、日常生活を

当

容易にするための装具

課

等の交付（修理）を行

福

うことにより、障害者

祉

等が自立

成果 した日常

総

生活、社会生活を送る

務

ことができるよう支援

課

し、福祉の増進を図る

款

ことができた。

(でき

項

たこと)

　事務手続き

目

の煩雑さを考慮し、本

担

人に負担の少ない手続

当

きを検討する必要があ

係

る。
課題

(できなか 

障

 ったこと)

指標名称

害

（単位）
実績値 目標値

給

２３年度 ２４年度 ２５

付

年度 ２６年度 ２８年度

係

活動 交付件数（件） 1

3

71 180 189 19

1

9
指標

 
指標

　法律に

2

基づき行う事業であり各市共通である。
他市との
比較検証



　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 36,609 56,654 55,302 60,817 合計 55,302,261 円
扶助費 55,302,261 円

財
　
源

特定財源 26,920 26,296 24,549 45,612

一般財源 9,689 30,358 30,753 15,205

職員人件費　② 718 707 1,052 2,198

総事業費（①＋②） 37,327 57,361 56,354 63,015

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者自立支援医療給付費負
担金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者自立支援医療給付費負
担金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 障害福祉サービスの

谷

充実

目
　
　
　
的

　身体

市

障害者が身体の機能回

事

復を図るために

主
た
る

務

内
容

　更生医療制度の

事

対象となる障害に対す

業

る治
必要となる医療の

評

給付を行うことにより

価

、自 療法である人工透

シ

析や心臓手術等の医療

ー

費扶
立した生活を支援

ト

し、障害者の福祉の増

（

進を 助を行う。
図る。

様

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

式

市障害者計画

根拠法令

１

障害者の日常生活及び

）

社会生活を総合的に支

会

援するための法律

対象

計

者 身体障害者 事業期間

名

平成１８年度 ～

実施方

担

法 ■直営　□委託　□

当

指定管理　□補助・助

部

成　□その他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２３年

更

度実績 ２４年度実績 ２

生

５年度実績 ２６年度計

医

画

支給件数　229件

療

支給件数　229件 支

費

給件数　250件 ※事

支

業統合により「障害者

給

医
療費支給事業」とし

事

て実施
（予算額60,

業

817,000円）

　

担

機能回復を図るために

当

必要となる医療費の給

課

付を行うことにより、

福

障害者等が自立した日

祉

常生活、社会生活を送

総

ること

成果 ができるよ

務

う支援し、福祉の増進

課

を図ることができた。

款

(できたこと)

　申請

項

手続、事務の簡素化が

目

課題である。
課題

(で

担

きなか 

 ったこと)

当

指標名称（単位）
実績

係

値 目標値

２３年度 ２４

障

年度 ２５年度 ２６年度

害

２８年度

活動 支給件数

企

（件） 229 229 2

画

50 ―
指標

 
指標

　法

係

律に基づき行う事業で

3

あり各市共通である。

1

他市との
比較検証

2

Ｃ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,051 0 合計 2,051,441 円
役務費 174,250 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,299 0 扶助費 1,877,191 円

一般財源 0 0 752 0

職員人件費　② 0 0 1,403 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,454 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者自立支援医療給付費負
担金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者自立支援医療給付費負
担金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 障害福祉サービスの

谷

充実

目
　
　
　
的

　身体

市

障害児が身体の機能回

事

復を図るために

主
た
る

務

内
容

　育成医療制度の

事

対象となる障害に対す

業

る治
必要となる医療の

評

給付を行うことにより

価

、自 療法である形成術

シ

や歯科矯正等の医療費

ー

扶助
立した生活を支援

ト

し、障害者の福祉の増

（

進を を行う。
図る。

位

様

置
づ
け

関連計画 刈谷市

式

障害者計画

根拠法令 障

１

害者の日常生活及び社

）

会生活を総合的に支援

会

するための法律

対象者

計

身体障害児 事業期間 平

名

成２５年度 ～

実施方法

担

■直営　□委託　□指

当

定管理　□補助・助成

部

　□その他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

２３年度

育

実績 ２４年度実績 ２５

成

年度実績 ２６年度計画

医

　 　 支給件数　53件

療

※事業統合により「障

費

害者医
　 　 療費支給事

支

業」として実施
　 　 （

給

予算額60,817,

事

000円）
　 　
　　　

業

――――――― 　　　

担

―――――――

　機能

当

回復を図るために必要

課

となる医療費の支給を

福

行うことにより、障害

祉

者等が自立した日常生

総

活、社会生活を送るこ

務

と

成果 ができるよう支

課

援し、福祉の増進を図

款

ることができた。

(で

項

きたこと)

　システム

目

対応になっていないた

担

め、事務が煩雑になっ

当

ている。
課題

(できな

係

か 

 ったこと)

指標

障

名称（単位）
実績値 目

害

標値

２３年度 ２４年度

企

２５年度 ２６年度 ２８

画

年度

活動 支給件数（件

係

） ― ― 53 ―
指標

指標

3

　法律に基づき行う事

1

業であり各市共通であ

2

る。
他市との
比較検証



と)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 延利用人数（人） 1,874 1,898 1,997 2,101
指標

 
指標

　国の実施要綱に基づく事業であり、近隣市も概ね同内容で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 56,387 60,670 63,009 80,565 合計 63,008,686 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 27,543 30,309 30,581 31,727 交付金 234,377 円
扶助費 62,774,309 円

一般財源 28,844 30,361 32,428 48,838

職員人件費　② 2,512 2,476 3,507 3,664

総事業費（①＋②） 58,899 63,146 66,516 84,229

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者

Ｄ

地域生活支援事業補助

　

金（国）

２７年度以降

　

の事業費見込 0 障害者

　

地域生活支援事業補助

Ｏ

金（県）

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 障害児・者福

　

祉
施策体系

施策の内容

刈

障害福祉サービスの充

谷

実

目
　
　
　
的

　障害者

市

に地域生活支援事業の

事

サービス費を

主
た
る
内

務

容

　刈谷市が要綱に基

事

づいて実施する地域生

業

活
支給することにより

評

、自立した生活を支援

価

し 支援事業のサービス

シ

費を給付する。
、障害

ー

者の福祉の増進を図る

ト

。 ＜事業内容＞
移動支

（

援、日中一時支援、地

様

域活動支援セン
ター、

式

生活サポート、移動入

１

浴

位
置
づ
け

関連計画 刈

）

谷市障害者計画、刈谷

会

市障害福祉計画

根拠法

計

令 刈谷市地域生活支援

名

事業実施要綱

対象者 障

担

害者 事業期間 平成１８

当

年度 ～

実施方法 ■直営

部

　□委託　□指定管理

福

　□補助・助成　□そ

祉

の他

健康部

一般会計
地

Ｂ
　
事
　
業
　

域

実
　
績

２３年度実績 ２

生

４年度実績 ２５年度実

活

績 ２６年度計画

移動支

支

援　1,071人 移動

援

支援　1,083人 移

事

動支援　1,087人

業

移動支援　1,098

担

人
日中一時　634人

当

日中一時　635人 日

課

中一時　718人 日中

福

一時　762人
地域活

祉

動支援センター　10

総

2人地域活動支援セン

務

ター　84人 地域活動

課

支援センター　96人

款

地域活動支援センター

項

　95人
生活サポート

目

　36人 生活サポート

担

　28人 生活サポート

当

　16人 生活サポート

係

　11人
移動入浴　3

障

1人 移動入浴　68人

害

移動入浴　80人 移動

給

入浴　135人

　地域

付

生活支援事業に係るサ

係

ービス費を支給するこ

3

とにより、障害者が自

1

立した日常生活、社会

2

生活を送ることができる

成果 よう支援し、福祉の増進を図ることができた。

(できたこと)

　障害者数の増大、サービスの普及により市の財政への負担が年々増加している。
課題

(できなか 

 ったこ



成講座 　要約筆記奉仕員養成講座 
　10人 　2人 　6人 　10人

　聴覚障害者に対し、手話通訳・要約筆記者を設置・派遣することで、市役所窓口や通院、学校行事への参加など必要な

成果 意思疎通支援を行い、福祉の増進を図ることができた。また、登録者やろう者協会と連絡会を設け、事業に関する検討を

(できたこと) 行った。

　手話通訳者、要約筆記者の育成とともに、多様化するニーズに合わせるため、派遣範囲の拡大を検討する必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 手話奉仕員養成講座参加者数（人） 18 9 19 20
指標
活動 要約筆記奉仕員養成講座参加者数（人） 6 2 6 10
指標

　手話通訳設置状況　平成25年度　刈谷市　週5日7.75時間　 西尾市　週5日7時間
他市との 　　　　　　　　　　　　　　　　碧南市　週1日3時間　　　知立市　週2日3時間
比較検証 　　　　　　　　　　　　　　　　安城市　週5日7.75時間　 高浜市　週1日3時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｄ
　
　
　
Ｏ

Ｃ
　
事
　
業

　

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
２３年度 ２４年度 ２

∧

５年度 ２６年度 ２５年

　

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費

実

内訳

事業費　① 2,5

　

20 3,252 3,4

　

60 3,861 合計 3

施

,460,115 円

　

賃金 2,011,23

　

8 円

財
　
源

特定財源

∨

1,249 1,635 1,679 0 報償費 832,435 円
役務費 15,552 円

一般財源 1,271 1,617 1,781 3,861 委託料 600,890 円

職員人件費　② 1,436 1,061 1,403 1,466

総事業費（①＋②） 3,956 4,313 4,863 5,327

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 社会参加と自立支援

谷

目
　
　
　
的

　聴覚障害

市

者に手話通訳者等を派

事

遣すること

主
た
る
内
容

務

①市役所窓口に手話通

事

訳者を設置
により、自

業

立した生活を支援し、

評

障害者の福 ②聴覚障害

価

者に対し社会生活上、

シ

必要不可欠
祉の増進を

ー

図る。 　な用務を行う

ト

場合、又は社会参加に

（

資する
　と認められる

様

会議や催事に参加する

式

場合等
　に、手話通訳

１

者、要約筆記者を派遣

）

する。
③手話通訳奉仕

会

員養成講座、要約筆記

計

ボラン
　ティア養成講

名

座を開催     　

担

  

位
置
づ
け

関連計画

当

刈谷市障害者計画、刈

部

谷市障害福祉計画

根拠

福

法令 刈谷市手話通訳者

祉

等派遣事業実施要綱

対

健

象者 聴覚障害者 事業期

康

間 平成１３年度 ～

実施

部

方法 ■直営　■委託　

一

□指定管理　□補助・

般

助成　□その他

会計
手話通訳等派

Ｂ

遣

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

事

年度実績 ２４年度実績

業

２５年度実績 ２６年度

担

計画

①手話通訳者設置

当

事業　 ①手話通訳者設

課

置事業　 ①手話通訳者

福

設置事業　 ①手話通訳

祉

者設置事業　
　485

総

件 　847件 　916

務

件 　990件
②手話通

課

訳者派遣事業　 ②手話

款

通訳者派遣事業　 ②手

項

話通訳者派遣事業　 ②

目

手話通訳者派遣事業　

担

　130件 　180件

当

　271件 　391件

係

　要約筆記者派遣事業

障

　 　要約筆記者派遣事

害

業　　 　要約筆記者派

給

遣事業　　 　要約筆記

付

者派遣事業　　
　7件

係

　11件 　12件 　1

3

6件
③手話奉仕員養成

1

講座　 ③手話奉仕員

2

養成講座　 ③手話奉仕員養成講座　 ③手話奉仕員養成講座　 
　18人 　9人 　19人 　20人
　要約筆記奉仕員養成講座 　要約筆記奉仕員養成講座 　要約筆記奉仕員養



算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 360 270 0 0 合計 0 円

財
　
源

特定財源 181 140 0 0

一般財源 179 130 0 0

職員人件費　② 718 707 351 0

総事業費（①＋②） 1,078 977 351 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 障害児

　

・者福祉
施策体系

施策

刈

の内容 社会参加と自立

谷

支援

目
　
　
　
的

　知的

市

障害者の自立更生を図

事

るため、知的障

主
た
る

務

内
容

　職親に知的障害

事

者を一定期間預け、生

業

活指
害者を一定期間職

評

親に預け、生活指導及

価

び技 導及び技能習得訓

シ

練等を委託する。
能習

ー

得訓練等を行うことに

ト

よって、雇用の促
進と

（

職場における定着性を

様

高めることにより
、障

式

害者の福祉の増進を図

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

刈谷市障害者計画、刈

会

谷市障害福祉計画

根拠

計

法令 刈谷市知的障害者

名

職親委託事業実施要綱

担

対象者 知的障害者職親

当

事業期間 平成１８年度

部

～

実施方法 □直営　■

福

委託　□指定管理　□

祉

補助・助成　□その他

健康部

一般会計
知的

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

障

績

２３年度実績 ２４年

害

度実績 ２５年度実績 ２

者

６年度計画

利用者　1

職

人 利用者　1人 利用者

親

　0人 ※事業統合によ

委

り「障害者就
労支援事

託

業」として実施
（予算

事

額1,261,000

業

円）

　実績なし

成果

(

担

できたこと)

　利用者

当

がいないため、事業の

課

継続を検討する必要が

福

ある。
課題

(できなか

祉

 

 ったこと)

指標名

総

称（単位）
実績値 目標

務

値

２３年度 ２４年度 ２

課

５年度 ２６年度 ２８年

款

度

活動 利用者（人） 1

項

1 0 ―
指標

 
指標

　国

目

が定める実施要綱に基

担

づく事業であり、近隣

当

市も同内容で実施して

係

いる。  
他市との
比

障

較検証

害企画係

3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決



費　① 0 0 0 419 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 419

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 359 354 351 785

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 障害

　

児・者福祉
施策体系

施

刈

策の内容 社会参加と自

谷

立支援

目
　
　
　
的

　判

市

断能力が不十分な知的

事

・精神障害者が成

主
た

務

る
内
容

　市長が行う家

事

庭裁判所への成年後見

業

制度の
年後見制度の利

評

用することにより、権

価

利を擁 申立てに関する

シ

精神鑑定費用や登記手

ー

数料な
護し、障害者の

ト

福祉の増進を図る。 ど

（

の経費を支払う。

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市障

式

害者計画、刈谷市障害

１

福祉計画

根拠法令 知的

）

障害者福祉法、精神保

会

健及び精神障害者福祉

計

に関する法律

対象者 知

名

的・精神障害者 事業期

担

間 平成１７年度 ～

実施

当

方法 ■直営　□委託　

部

□指定管理　□補助・

福

助成　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ

成

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

年

年度実績 ２４年度実績

後

２５年度実績 ２６年度

見

計画

利用件数　0件 利

制

用件数　0件 利用件数

度

　0件 利用件数　1件

利

　利用実績なし

成果

(

用

できたこと)

　制度利

支

用の実績はないが、保

援

護者の高齢化や障害者

事

の長寿化に伴い、成年

業

後見を必要とする障害

担

者の増加が見込まれて

当

課題
いる。

(できなか

課

 

 ったこと)

指標名

福

称（単位）
実績値 目標

祉

値

２３年度 ２４年度 ２

総

５年度 ２６年度 ２８年

務

度

活動  利用件数（件

課

） 0 0 0 1
指標

 
指標

款

　国の実施要綱に基づ

項

く事業であり、近隣市

目

も同内容で実施してい

担

る。
他市との
比較検証

当係 障害企画係

3 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

2

　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業



：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 385 0 400 0 合計 400,000 円
扶助費 400,000 円

財
　
源

特定財源 193 0 0 0

一般財源 192 0 400 0

職員人件費　② 718 707 351 0

総事業費（①＋②） 1,103 707 751 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

障害児・者福祉
施策体

刈

系
施策の内容 社会参加

谷

と自立支援

目
　
　
　
的

市

　身体障害者が就労等

事

に伴い、普通自動車免

務

主
た
る
内
容

　身体障害

事

者が普通運転免許取得

業

に要した経
許を取得す

評

る際の費用を助成する

価

ことにより 費の2/3

シ

以内（限度額10万円

ー

）を助成する。
、自立

ト

した生活を支援し、障

（

害者の福祉の増
進を図

様

る。

位
置
づ
け

関連計画

式

刈谷市障害者計画、刈

１

谷市障害福祉計画

根拠

）

法令 刈谷市身体障害者

会

自動車運転免許取得費

計

支給事業実施要綱

対象

名

者 身体障害者 事業期間

担

平成１９年度 ～

実施方

当

法 ■直営　□委託　□

部

指定管理　□補助・助

福

成　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　

自

事
　
業
　
実
　
績

２３年

動

度実績 ２４年度実績 ２

車

５年度実績 ２６年度計

運

画

支給件数　4件 支給

転

件数　0件 支給件数　

免

4件 ※事業統合により

許

「自動車改
造費等支給

取

事業」として実施
（予

得

算額1,400,00

費

0円）

　障害者の免許

支

取得費を助成すること

給

により、障害者の就労

事

意欲の向上と自立を促

業

進し、福祉の増進を図

担

ることができた

成果 。

当

(できたこと)

　制度

課

の周知を継続して行っ

福

ていく必要がある。
課

祉

題

(できなか 

 った

総

こと)

指標名称（単位

務

）
実績値 目標値

２３年

課

度 ２４年度 ２５年度 ２

款

６年度 ２８年度

活動 支

項

給件数（件） 4 0 4 ―

目

指標
 

指標
　国の実施

担

要綱に基づく事業であ

当

り、近隣市も同内容で

係

実施している。 
他市

障

との
比較検証

害企画係

3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位



数（件） 9 16 8 ―
指標
活動 家族所有支給件数（件） 0 0 0 ―
指標

　国の実施要綱に基づく事業であり、近隣市も同内容で実施している。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 841 1,375 609 1,400 合計 609,448 円
扶助費 609,448 円

財
　
源

特定財源 63 714 297 0

一般財源 778 661 312 1,400

職員人件費　② 718 707 351 733

総事業費（①＋②） 1,559 2,082 960 2,133

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 障害児・

　

者福祉
施策体系

施策の

刈

内容 社会参加と自立支

谷

援

目
　
　
　
的

　身体障

市

害者が就労等のために

事

自ら運転する

主
た
る
内

務

容

　身体障害者が運転

事

する操行装置又は介護

業

者
自動車を改造する場

評

合又は重度身体障害者

価

の が運転する身体障害

シ

者の安全な昇降及び固

ー

定
介護者が主に当該身

ト

体障害者の移動のため

（

に 等に必要な装備に要

様

する経費の一部（限度

式

額1
使用する自動車を

１

改造し、若しくは購入

）

する 0万円）を支給す

会

る。
場合に、その改造

計

又は購入に要する経費

名

の一
部を支給すること

担

により、自立した生活

当

を支
援し、障害者の福

部

祉の増進を図る。

位
置

福

づ
け

関連計画 刈谷市障

祉

害者計画、刈谷市障害

健

福祉計画

根拠法令 刈谷

康

市身体障害者自動車改

部

造費支給事業実施要綱

一

対象者 身体障害者又は

般

重度身体障害者の介護

会

者 事業期間 平成１８年

計

度 ～

実施方法 ■直営　

自

□委託　□指定管理　

動

□補助・助成　□その

車

他

改造費支給事業
担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

２３年度実績 ２４

課

年度実績 ２５年度実績

福

２６年度計画

支給件数

祉

　9件 支給件数　16

総

件 支給件数　8件 ※事

務

業統合により「自動車

課

改
造費等支給事業」と

款

して実施
（予算額1,

項

400,000円）

　

目

自動車改造費を支給す

担

ることにより身体障害

当

者の自立した生活を支

係

援し、社会参加の促進

障

を図ることができた。

害

成果

(できたこと)

　

企

平成23年度より支給

画

対象を本人のみから、

係

本人と介護者に拡大し

3

たが、介護者からの申

1

請の実績がなく、更な

2

る制度の
課題

周知が必要である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 本人所有支給件



５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 562 1,852 3,299 合計 1,851,885 円
賃金 1,042,640 円

財
　
源

特定財源 0 1 904 0 旅費 29,140 円
需用費 19,824 円

一般財源 0 561 948 3,299 役務費 639,195 円
委託料 85,050 円

職員人件費　② 1,436 3,537 3,507 3,664 使用料及び賃借料 36,036 円

総事業費（①＋②） 1,436 4,099 5,359 6,963

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

２７年度以降の事業費見込 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 障害児・者福祉

　

施策体系
施策の内容 障

刈

害福祉サービスの充実

谷

目
　
　
　
的

　障害程度

市

区分認定調査及び審査

事

会によって

主
た
る
内
容

務

　障害程度区分認定申

事

請に対し、身体状況等

業

適正な区分認定を行い

評

、障害者の自立した生

価

の調査を行い、月２回

シ

の認定審査会を開催し

ー

活を支援し、福祉の増

ト

進を図る。 、障害程度

（

区分認定を行う。

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市障

式

害者計画

根拠法令 障害

１

者の日常生活及び社会

）

生活を総合的に支援す

会

るための法律、刈谷市

計

障害者総合支援条例

対

名

象者 障害者 事業期間 平

担

成１８年度 ～

実施方法

当

■直営　□委託　□指

部

定管理　□補助・助成

福

　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事

認

　
業
　
実
　
績

２３年度

定

実績 ２４年度実績 ２５

審

年度実績 ２６年度計画

査

審査会件数　　155

会

件 審査会件数　　19

事

3件 審査会件数　　1

業

21件 審査会件数　　

担

180件

　新規申請、

当

更新申請、区分変更申

課

請について審査し、区

福

分を認定することがで

祉

き、福祉の増進を図る

総

ことができた。

成果

(

務

できたこと)

　今後と

課

も関係各所と連携し、

款

適切な審査がされるよ

項

う努める。
課題

(でき

目

なか 

 ったこと)

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

２３年度 ２４年

係

度 ２５年度 ２６年度 ２

障

８年度

活動 審査件数（

害

件） 155 193 12

給

1 180
指標

 
指標

　

付

法律や実施要綱に基づ

係

き行う事業であり各市

3

共通である。
他市との

1

比較検証

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 28 28 28 2,476 合計 27,720 円
委託料 27,720 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 15

一般財源 28 28 28 2,461

職員人件費　② 718 354 351 733

総事業費（①＋②） 746 382 379 3,209

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 障害

　

児・者福祉
施策体系

施

刈

策の内容 社会参加と自

谷

立支援

目
　
　
　
的

　在

市

宅のひとり暮らしであ

事

る重度身体障害者

主
た

務

る
内
容

　重度身体障害

事

者がボタンひとつで緊

業

急通報
が自宅に緊急通

評

報システムを設置する

価

ことに 委託業者へ連絡

シ

がとれ、看護師等の知

ー

識を持
より、急病、事

ト

故等の緊急時に迅速に

（

対処し つ専門スタッフ

様

が24時間体制で適切

式

な対応を
、日常生活の

１

安全確保及び不安解消

）

を図り、 行う。
自立し

会

た生活を支援し、障害

計

者の福祉の増進
を図る

名

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

担

谷市障害者計画

根拠法

当

令 刈谷市緊急通報シス

部

テム設置事業実施要綱

福

対象者 重度身体障害者

祉

事業期間 平成１０年度

健

～

実施方法 ■直営　■

康

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

一般会計
緊急通報シ

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

ス

績

２３年度実績 ２４年

テ

度実績 ２５年度実績 ２

ム

６年度計画

設置件数　

整

1件 設置件数　1件 設

備

置工事　1件 ※事業統

事

合により「障害者日
常

業

生活支援事業」として

担

実施
（予算額2,47

当

6,000円）

　障害

課

者の日常生活の安全確

福

保と不安を解消し、福

祉

祉の増進を図ることが

総

できた。

成果

(できた

務

こと)

　申請条件が厳

課

しいことによって利用

款

者数が少ないため、条

項

件を緩和し対象範囲の

目

拡大を検討する必要が

担

ある。
課題

(できなか

当

 

 ったこと)

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

障

値

２３年度 ２４年度 ２

害

５年度 ２６年度 ２８年

企

度

活動 設置件数（件）

画

1 1 1 ―
指標

 
指標

　

係

本事業について、高齢

3

者に対して実施してい

1

る市は多いが、障害者

2

に対して実施している市は高齢者と比
他市との べて少ない。
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 0 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 718 354 351 0

総事業費（①＋②） 718 354 351 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 障害

　

児・者福祉
施策体系

施

刈

策の内容 社会参加と自

谷

立支援

目
　
　
　
的

　身

市

体的な理由等により家

事

具転倒防止器具の

主
た

務

る
内
容

　身体(1･2

事

級)、知的(Ａ判定)

業

、精神(1級)の
取付

評

けが困難な世帯が災害

価

時における家具転 手帳

シ

の交付を受けている者

ー

のみで構成されて
倒事

ト

故の防止を図り、安心

（

して生活できる環 いる

様

災害時要支援世帯に家

式

具転倒防止の器具
境を

１

維持できるよう、障害

）

者の福祉の増進を を取

会

り付ける。
図る。

位
置

計

づ
け

関連計画 刈谷市障

名

害者計画

根拠法令 愛知

担

県緊急市町村地震防災

当

対策事業費補助金交付

部

要綱

対象者 災害時要支

福

援世帯 事業期間 平成１

祉

８年度 ～

実施方法 ■直

健

営　■委託　□指定管

康

理　□補助・助成　□

部

その他

一般会計
家具転倒

Ｂ
　
事
　
業

防

　
実
　
績

２３年度実績

止

２４年度実績 ２５年度

器

実績 ２６年度計画

取付

具

件数　0件 取付件数　

取

0件 取付件数　0件 ※

付

事業統合により「障害

事

者日
常生活支援事業」

業

として実施
（予算額2

担

,476,000円）

当

　利用実績なし

成果

(

課

できたこと)

　利用実

福

績がないため、対象範

祉

囲や条件などを見直し

総

、制度の周知や利用促

務

進を検討する必要があ

課

る。
課題

(できなか 

款

 ったこと)

指標名称

項

（単位）
実績値 目標値

目

２３年度 ２４年度 ２５

担

年度 ２６年度 ２８年度

当

活動 取付件数（件） 0

係

0 0 ―
指標

 
指標

　他

障

市でも本事業と同様な

害

事業を行っており、対

企

象者が市によって多少

画

異なるものの、事業内

係

容については
他市との

3

大きく違いは無い。
比

1

較検証

2



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,596 24,884 26,206 33,629 合計 26,205,792 円
需用費 652,312 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 扶助費 25,553,480 円

一般財源 22,596 24,884 26,206 33,629

職員人件費　② 1,077 1,061 3,156 2,198

総事業費（①＋②） 23,673 25,945 29,362 35,827

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 障害児・

　

者福祉
施策体系

施策の

刈

内容 社会参加と自立支

谷

援

目
　
　
　
的

　対象と

市

なる障害者にタクシー

事

利用の助成を

主
た
る
内

務

容

　心身障害者がタク

事

シーを利用する場合、

業

料
行うことにより、障

評

害者の自立した生活を

価

支 金の一部を助成する

シ

。
援し、障害者の福祉

ー

の増進を図る。 ＜対象

ト

者＞　　
身体障害者手

（

帳　1～3級　　　　

様

　
療育手帳　Ａ・Ｂ判

式

定
精神障害者保健福祉

１

手帳　1・2級

位
置
づ

）

け

関連計画 刈谷市障害

会

者計画

根拠法令 刈谷市

計

心身障害者福祉タクシ

名

ー料金助成事業実施要

担

綱

対象者 障害者 事業期

当

間 昭和６１年度 ～

実施

部

方法 ■直営　□委託　

福

□指定管理　□補助・

祉

助成　□その他

健康部

一般会計
福

Ｂ

祉

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

タ

年度実績 ２４年度実績

ク

２５年度実績 ２６年度

シ

計画

交付人数　1,4

ー

36人 交付人数　1,

助

494人 交付人数　1

成

,580人 交付人数　

事

1,659人

　移動が

業

困難な障害者に対して

担

、タクシー移動に係る

当

費用の補助し、福祉の

課

増進を図ることができ

福

た。また、タクシー利

祉

成果 用券の様式を見直

総

し、不正防止策を講じ

務

た。

(できたこと)

　

課

タクシー利用券につい

款

て正しい利用方法が事

項

業所、利用者ともに周

目

知されていないところ

担

があったため、様式及

当

び取扱
課題

いについて

係

問題点を継続的に点検

障

していく必要がある。

害

(できなか 

 ったこ

給

と)

指標名称（単位）

付

実績値 目標値

２３年度

係

２４年度 ２５年度 ２６

3

年度 ２８年度

活動 交付

1

人数（人） 1,436

2

1,494 1,580 1,659
指標

 
指標

　近隣市も概ね同様の内容で実施している。
他市との
比較検証



1 733

総事業費（①＋②） 0 919 701 1,062

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

　

施策 障害児・者福祉
施

刈

策体系
施策の内容 社会

谷

参加と自立支援

目
　
　

市

　
的

　中途視覚障害者

事

に生活訓練を行うこと

務

によ

主
た
る
内
容

　中途

事

視覚障害者が自力で日

業

常生活を送れる
り、自

評

立した生活を支援し、

価

障害者の福祉の ように

シ

自宅周辺の歩行訓練を

ー

行う。
増進を図る。

位

ト

置
づ
け

関連計画 刈谷市

（

障害者計画

根拠法令 刈

様

谷市中途視覚障害者生

式

活訓練士派遣要綱

対象

１

者 視覚障害者 事業期間

）

平成２４年度 ～

実施方

会

法 □直営　■委託　□

計

指定管理　□補助・助

名

成　□その他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

２３年

般

度実績 ２４年度実績 ２

会

５年度実績 ２６年度計

計

画

　 訓練回数　24回

中

訓練回数　0回 訓練回

途

数　24回
　
　
　
　　

視

　―――――――

　実

覚

績なし

成果

(できたこ

障

と)

　平成25年度は

害

利用申し込みがなかっ

者

たため、改めて制度の

生

周知を図り広く利用さ

活

れるようにしていく必

訓

要がある。
課題

(でき

練

なか 

 ったこと)

指

士

標名称（単位）
実績値

派

目標値

２３年度 ２４年

遣

度 ２５年度 ２６年度 ２

事

８年度

活動 訓練回数（

業

回） ― 24 0 24
指標

担

指標
　本事業は、刈谷

当

市独自の事業である。

課

他市との
比較検証

福祉総務課

款 項 目

Ｃ

担

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

当

単位：千円
２３年度 ２

係

４年度 ２５年度 ２６年

障

度 ２５年度

（決算） （

害

決算） （決算） （予算

給

） 事業費内訳

事業費　

付

① 0 212 0 329 合

係

計 0 円

財
　
源

特定財

3

源 0 0 0 0

一般財源 0

1

212 0 329

職員人

2

件費　② 0 707 70



　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 660 150 120 230 合計 120,000 円
報償費 120,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 660 150 120 230

職員人件費　② 718 707 701 733

総事業費（①＋②） 1,378 857 821 963

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 社会参加と自立支援

谷

目
　
　
　
的

　障害者が

市

スポーツ大会に参加す

事

る際に激励

主
た
る
内
容

務

　スポーツ大会に出場

事

する障害者に激励金を

業

し、障害者スポーツの

評

振興を図るとともに、

価

交付する。
障害者の福

シ

祉の増進を図る。 ＜交

ー

付金＞
パラリンピック

ト

＝50,000円
国際

（

大会　　　＝20,0

様

00円
全国大会　　　

式

＝10,000円

位
置

１

づ
け

関連計画 刈谷市障

）

害者計画

根拠法令

対象

会

者 障害者 事業期間 平成

計

２２年度 ～

実施方法 ■

名

直営　□委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２３年度実

計

績 ２４年度実績 ２５年

ス

度実績 ２６年度計画

全

ポ

国大会　　14件 全国

ー

大会　　　　13件 全

ツ

国大会　　　　6件 全

等

国大会　　　　14件

奨

国際大会　　 2件 国

励

際大会　　　　 1件

事

国際大会　　　　3件

業

国際大会　　　　 2

担

件
パラリンピック　 

当

1件

　大会参加選手に

課

対する激励と障害者ス

福

ポーツの振興を図り、

祉

福祉の増進を図ること

総

ができた。

成果

(でき

務

たこと)

　激励金を支

課

給するだけでなく、大

款

会を通じて障害者が社

項

会参加や自立を促して

目

いく必要がある。
課題

担

(できなか 

 ったこ

当

と)

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

２３年度

障

２４年度 ２５年度 ２６

害

年度 ２８年度

活動 奨励

企

金支給件数（件） 16

画

14 9 17
指標

 
指標

係

  本事業は、刈谷市

3

独自の事業である。 

1

他市との
比較検証

2

Ｃ



,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 450,000 円

一般財源 450 450 450 450

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 809 804 801 816

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 障

　

害児・者福祉
施策体系

刈

施策の内容 社会参加と

谷

自立支援

目
　
　
　
的

　

市

知的障害者の生活訓練

事

に補助を行うことに

主

務

た
る
内
容

　知的障害者

事

の宿泊体験、外出体験

業

等の事業
より、自立し

評

た生活を支援し、障害

価

者の福祉 に対して補助

シ

を行う。
の増進を図る

ー

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

ト

谷市障害者計画

根拠法

（

令 刈谷市補助金等交付

様

規則

対象者 知的障害者

式

団体 事業期間 平成２０

１

年度 ～

実施方法 □直営

）

　□委託　□指定管理

会

　■補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２３年度実績 ２

一

４年度実績 ２５年度実

般

績 ２６年度計画

補助金

会

交付 補助金交付 補助金

計

交付 補助金交付

　知的

知

障害者の自活能力を高

的

めるための生活訓練を

障

実施したことにより、

害

社会自立のための基礎

者

ができ、また、休日に

生

お

成果 ける保護者の介

活

護負担の軽減をするこ

訓

とにより、福祉の増進

練

を図ることができた。

補

(できたこと)

　事業

助

の費用対効果を常にチ

事

ェックしていく必要が

業

ある。
課題

(できなか

担

 

 ったこと)

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

課

値

２３年度 ２４年度 ２

福

５年度 ２６年度 ２８年

祉

度

活動  活動事業件数

総

（件） 14 14 7 7
指

務

標
 

指標
　本事業は、

課

刈谷市独自の事業であ

款

る。
他市との
比較検証

項 目 担当係 障害給付

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

係

　
ト

単位：千円
２３年

3

度 ２４年度 ２５年度 ２

1

６年度 ２５年度

（決算

2

） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 450 450 450 450 合計 450



千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,529 1,848 2,398 3,352 合計 2,397,980 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 1,198 833 923 1,676 交付金 2,397,980 円

一般財源 1,331 1,015 1,475 1,676

職員人件費　② 1,077 1,061 701 733

総事業費（①＋②） 3,606 2,909 3,099 4,085

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 障害者共同生活介護・共同生
活援助事業費補助金（県）

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 障害児・者福祉
施策

刈

体系
施策の内容 社会参

谷

加と自立支援

目
　
　
　

市

的

　グループホーム等

事

を経営する事業所の運

務

営

主
た
る
内
容

　共同生

事

活援助事業所の運営費

業

を補助する。
を補助す

評

ることにより、障害者

価

の自立した生
活を支援

シ

し、福祉の促進を図る

ー

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

ト

谷市障害者計画、刈谷

（

市障害福祉計画

根拠法

様

令 愛知県障害者共同生

式

活介護・共同生活援助

１

事業費補助金交付要綱

）

対象者 共同生活援助事

会

業所 事業期間 平成１９

計

年度 ～

実施方法 □直営

名

　□委託　□指定管理

担

　■補助・助成　□そ

当

の他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２３年度実績 ２

計

４年度実績 ２５年度実

グ

績 ２６年度計画

補助対

ル

象延日数　1,198

ー

日 補助対象延日数　8

プ

99日 補助対象延日数

ホ

　1,214日 補助対

ー

象延日数　1,620

ム

日

　国制度の報酬に上

等

乗せして、県と市で事

運

業の運営費に対し補助

営

することにより経営の

費

安定を図り利用者の福

補

祉の増進を

成果 図るこ

助

とができた。

(できた

事

こと)

　障害者の地域

業

移行に結びつけること

担

が課題となっている。

当

課題

(できなか 

 っ

課

たこと)

指標名称（単

福

位）
実績値 目標値

２３

祉

年度 ２４年度 ２５年度

総

２６年度 ２８年度

活動

務

補助対象延日数（日）

課

1,198 899 1,

款

214 1,620
指標

項

 
指標

　県の補助金交

目

付要綱に基づく事業で

担

あり近隣市も同内容で

当

実施している。
他市と

係

の
比較検証

障害給付係

3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：



3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 108 156 964 3,906 合計 964,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 54 60 398 678 交付金 964,000 円

一般財源 54 96 566 3,228

職員人件費　② 718 707 701 733

総事業費（①＋②） 826 863 1,665 4,639

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 重症心身障害児・者短期入所
利用支援事業費補助金（県）

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

　

全

基本施策 障害児・者

刈

福祉
施策体系

施策の内

谷

容 障害福祉サービスの

市

充実

目
　
　
　
的

　医療

事

機関以外の福祉施設に

務

おける短期入所

主
た
る

事

内
容

　重症心身障害児

業

・者を受け入れた医療

評

機関
の受け入れを容易

価

にし、地域で生活する

シ

重症 以外の短期入所事

ー

業所に日額4,000

ト

円の補助金
心身障害児

（

・者及び家族の福祉の

様

向上を図る を交付する

式

。
。

位
置
づ
け

関連計画

１

刈谷市障害者計画、刈

）

谷市障害福祉計画

根拠

会

法令 刈谷市重症心身障

計

害児・者短期入所利用

名

支援事業費補助金交付

担

要綱

対象者 短期入所事

当

業所 事業期間 平成２０

部

年度 ～

実施方法 □直営

福

　□委託　□指定管理

祉

　■補助・助成　□そ

健

の他

康部

一般会計
重症

Ｂ
　
事
　
業
　

心

実
　
績

２３年度実績 ２

身

４年度実績 ２５年度実

障

績 ２６年度計画

補助対

害

象延日数　27日 補助

児

対象延日数　39日 補

・

助対象延日数　241

者

日 補助対象延日数　3

短

39日
　
※「短期入所

期

施設利用促進事
業」を

入

統合

　地域で生活する

所

重症心身障害児・者及

利

びその家族を支援する

用

事業所をバックアップ

支

することで福祉の向上

援

を図ることが

成果 でき

事

た。

(できたこと)

　

業

重症心身障害児・者を

担

受け入れできる事業所

当

が足りないため、受け

課

入れる事業所が増える

福

よう検討する必要があ

祉

る。
課題

(できなか 

総

 ったこと)

指標名称

務

（単位）
実績値 目標値

課

２３年度 ２４年度 ２５

款

年度 ２６年度 ２８年度

項

活動 補助対象延日数（

目

日） 27 39 241 3

担

39
指標

 
指標

　県の

当

補助金交付要綱に基づ

係

く事業であり、近隣市

障

も同内容で実施してい

害

る。
他市との
比較検証

給付係



2

算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 6,020 6,020 0 合計 6,020,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 6,020,000 円

一般財源 0 6,020 6,020 0

職員人件費　② 0 1,768 1,052 0

総事業費（①＋②） 0 7,788 7,072 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

６

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

　

本施策 障害児・者福祉

刈

施策体系
施策の内容 社

谷

会参加と自立支援

目
　

市

　
　
的

　障害者小規模

事

活動事業所の運営費を

務

補助し

主
た
る
内
容

　Ｎ

事

ＰＯ法人が運営する障

業

害者小規模活動事
、経

評

営基盤を安定させるこ

価

とにより、障害者 業所

シ

の運営費を補助する。

ー

の社会復帰を促進する

ト

とともに、障害者福祉

（

（補助先）障害者小規

様

模活動事業所わいわい

式

の向上を図る。

位
置
づ

１

け

関連計画 刈谷市障害

）

者計画

根拠法令 刈谷市

会

補助金等交付規則

対象

計

者 精神障害者団体 事業

名

期間 平成２４年度 ～ 平

担

成２５年度

実施方法 □

当

直営　□委託　□指定

部

管理　■補助・助成　

福

□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事
　

障

業
　
実
　
績

２３年度実

害

績 ２４年度実績 ２５年

者

度実績 ２６年度計画

　

小

補助金交付 補助金交付

規

　
　 　
　 　
　 　
　　　

模

――――――― 　　　

活

―――――――

　精神

動

障害者の社会参加を促

事

進させることで、自立

業

した生活を支援し福祉

所

の増進を図ることがで

運

きた。

成果

(できたこ

営

と)

　日中一時支援事

補

業へ移行した後に継続

助

的に利用者を確保して

事

いく必要がある。
課題

業

(できなか 

 ったこ

担

と)

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

２３年度

課

２４年度 ２５年度 ２６

福

年度 ２８年度

活動 一日

祉

利用平均人数（人） ―

総

3 3 ―
指標

指標
　本事

務

業は、刈谷市独自の事

課

業である。
他市との
比

款

較検証

項 目 担当係 障害給

Ｃ
　
事
　
業
　

付

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

２３年度 ２４年度 ２５

3

年度 ２６年度 ２５年度

1

（決算） （決算） （決



― 252 ―
指標

指標
　本事業は、刈谷市の独自事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,074 0 合計 1,074,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,074,000 円

一般財源 0 0 1,074 0

職員人件費　② 0 0 701 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,775 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 障害

　

児・者福祉
施策体系

施

刈

策の内容 障害福祉サー

谷

ビスの充実

目
　
　
　
的

市

　重症心身障害児・者

事

が短期入所施設を利用

務

主
た
る
内
容

　市内の短

事

期入所施設を有する法

業

人に対して
しやすい環

評

境をつくるために法人

価

に補助を行 、1日1人

シ

、週5日程度障害者を

ー

受け入れた場合
うこと

ト

により、地域生活への

（

移行の促進と障 の、法

様

人の持ち出し部分につ

式

いて補助を行う
害者と

１

その家族の福祉の向上

）

を図る。 。

位
置
づ
け

関

会

連計画 刈谷市障害者計

計

画、刈谷市障害福祉計

名

画

根拠法令 障害者の日

担

常生活及び社会生活を

当

総合的に支援するため

部

の法律

対象者 短期入所

福

事業所 事業期間 平成２

祉

５年度 ～

実施方法 □直

健

営　□委託　□指定管

康

理　■補助・助成　□

部

その他

一般会計
短期入所

Ｂ
　
事
　
業

施

　
実
　
績

２３年度実績

設

２４年度実績 ２５年度

利

実績 ２６年度計画

　 　

用

補助対象延日数　25

促

2日 ※事業統合により

進

「重症心身
　 　 障害児

事

・者短期入所利用支援

業

　 　 事業」として実施

担

　 　 （予算額3,90

当

6,000円）
　　　

課

――――――― 　　　

福

―――――――

　国の

祉

報酬単価が低く実施が

総

行えていなかった事業

務

所に対し、市単の上乗

課

せ補助を事業化したこ

款

とにより短期入所が利

項

用

成果 促進され、重症

目

心身障害児・者やその

担

家族の支援を行うとと

当

もに地域移行への足が

係

かりを行うことができ

障

た。

(できたこと)

　

害

短期入所の回数を増や

給

し、継続的に重症心身

付

障害児・者の地域移行

係

を進めていく施策を検

3

討する必要がある。
課

1

題

(できなか 

 った

2

こと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 補助対象延日数（日） ―



証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 71 6 6 17 合計 6,023 円
役務費 6,023 円

財
　
源

特定財源 37 2 2 0

一般財源 34 4 4 17

職員人件費　② 359 707 351 366

総事業費（①＋②） 430 713 357 383

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 障害

　

児・者福祉
施策体系

施

刈

策の内容 障害福祉施設

谷

の充実

目
　
　
　
的

　障

市

害者がすぎな作業所で

事

の作業訓練や生活

主
た

務

る
内
容

　すぎな作業所

事

の管理運営を指定管理

業

者に委
訓練により、自

評

立した生活を支援し、

価

障害者 託し、施設にお

シ

いて作業指導、生活指

ー

導等を
の福祉の増進を

ト

図る。 行う。

位
置
づ
け

（

関連計画 刈谷市障害者

様

計画

根拠法令 障害者の

式

日常生活及び社会生活

１

を総合的に支援するた

）

めの法律

対象者 障害者

会

事業期間 昭和５７年度

計

～

実施方法 □直営　□

名

委託　■指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２３年度実績 ２４年

計

度実績 ２５年度実績 ２

す

６年度計画

利用人数　

ぎ

51人 利用人数　51

な

人 利用人数　48人　

作

利用人数　50人　
・

業

生活介護　8人 ・生活

所

介護　8人 ・生活介護

管

　10人
・就労継続支

理

援Ｂ型　43人 ・就労

運

継続支援Ｂ型　40人

営

・就労継続支援Ｂ型　

事

40人

　一般企業での

業

就労が困難な知的障害

担

者を対象に、個々の能

当

力に応じた作業活動を

課

通じて、社会適応能力

福

を向上し、福祉

成果 の

祉

増進を図ることができ

総

た。

(できたこと)

　

務

職員人件費が別事業の

課

ため、本事業は建物共

款

済保険料のみである。

項

今後、利用者が安全に

目

使用できる施設づくり

担

をする
課題

ために施設

当

の保守管理体制を常に

係

検討する必要がある。

障

(できなか 

 ったこ

害

と)

指標名称（単位）

企

実績値 目標値

２３年度

画

２４年度 ２５年度 ２６

係

年度 ２８年度

活動 利用

3

人数（人） 51 51 4

1

8 50
指標

 
指標

　知

2

的障害者の就労訓練を行う施設としては、近隣市では、安城市の虹の家（定員25人）がある。
他市との
比較検



3,375 円
需用費 756,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 2,517,375 円

一般財源 106 3,536 3,273 2,000

職員人件費　② 359 707 351 366

総事業費（①＋②） 465 4,243 3,624 2,366

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 障害児・

　

者福祉
施策体系

施策の

刈

内容 障害福祉施設の充

谷

実

目
　
　
　
的

　障害者

市

がすぎな作業所で生活

事

するために施

主
た
る
内

務

容

　すぎな作業所内の

事

施設環境を整えるため

業

に
設環境を整えること

評

により、安全で快適な

価

環 必要な修繕及び工事

シ

を行う。　　　　　　

ー

　
境を提供し、障害者

ト

の福祉の増進を図る。

（

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

様

市障害者計画

根拠法令

式

 

対象者 障害者 事業期

１

間 ～

実施方法 □直営　

）

■委託　□指定管理　

会

□補助・助成　□その

計

他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２３年度実績 ２４

一

年度実績 ２５年度実績

般

２６年度計画

空調機修

会

繕 消防設備修繕 排煙装

計

置修繕 床長尺シート修

す

繕
外倉庫建設工事 スチ

ぎ

ール棚転倒防止工事 カ

な

ーテン等取替修繕
照明

作

器具等改修工事 引き戸

業

修繕
トイレ等改修工事

所

　利用者に快適にすご

整

してもらうための修繕

備

や工事ができ、福祉の

事

増進を図ることができ

業

た。

成果

(できたこと

担

)

　経年劣化している

当

箇所がいくつかあるた

課

め、修繕を検討する必

福

要がある。
課題

(でき

祉

なか 

 ったこと)

指

総

標名称（単位）
実績値

務

目標値

２３年度 ２４年

課

度 ２５年度 ２６年度 ２

款

８年度

活動  工事、修

項

繕件数（件） 1 2 4 3

目

指標
 

指標

他市との
比

担

較検証

当係 障害企画係

3

Ｃ
　
事
　
業
　

1

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

2

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 106 3,536 3,273 2,000 合計 3,27



度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,003 15,112 10,568 2,657 合計 10,567,887 円
委託料 10,567,887 円

財
　
源

特定財源 1,125 1 1 0

一般財源 13,878 15,111 10,567 2,657

職員人件費　② 718 707 351 366

総事業費（①＋②） 15,721 15,819 10,919 3,023

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 障害

　

児・者福祉
施策体系

施

刈

策の内容 障害福祉施設

谷

の充実

目
　
　
　
的

　障

市

害者がつくし作業所で

事

の作業訓練や生活

主
た

務

る
内
容

　つくし作業所

事

の管理運営を指定管理

業

者に委
訓練により、自

評

立した生活を支援し、

価

障害者 託し、施設にお

シ

いて作業指導、生活指

ー

導等を
の福祉の増進を

ト

図る。 行う。

位
置
づ
け

（

関連計画 刈谷市障害者

様

計画

根拠法令 障害者の

式

日常生活及び社会生活

１

を総合的に支援するた

）

めの法律

対象者 障害者

会

事業期間 平成１６年度

計

～

実施方法 □直営　□

名

委託　■指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２３年度実績 ２４年

計

度実績 ２５年度実績 ２

つ

６年度計画

利用人数　

く

31人 利用人数　33

し

人 利用人数　36人 利

作

用人数　40人

　一般

業

企業での就労が困難な

所

知的障害者を対象に、

管

個々の能力に応じた作

理

業活動を通じて、社会

運

適応能力を向上し、福

営

祉

成果 の増進を図るこ

事

とができた。

(できた

業

こと)

　指定管理料の

担

内容を変更したため、

当

今後の運営について検

課

討する必要がある。
課

福

題

(できなか 

 った

祉

こと)

指標名称（単位

総

）
実績値 目標値

２３年

務

度 ２４年度 ２５年度 ２

課

６年度 ２８年度

活動 利

款

用人数（人） 31 33

項

36 40
指標

 
指標

　

目

知的障害者の就労訓練

担

を行う施設としては、

当

近隣市では、安城市の

係

虹の家（定員25人）

障

がある。
他市との
比較

害

検証

企画係

3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10 10 96 20 合計 95,712 円
需用費 85,591 円

財
　
源

特定財源 2 2 2 0 役務費 10,121 円

一般財源 8 8 94 20

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 369 364 447 386

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 障害児

　

・者福祉
施策体系

施策

刈

の内容 障害福祉施設の

谷

充実

目
　
　
　
的

　障害

市

者がくすのき園での作

事

業訓練や生活訓

主
た
る

務

内
容

　くすのき園の管

事

理運営を指定管理者に

業

委託
練により、自立し

評

た生活を支援し、障害

価

者の し、施設において

シ

作業指導、生活指導等

ー

を行
福祉の増進を図る

ト

。 う。

位
置
づ
け

関連計

（

画 刈谷市障害者計画

根

様

拠法令 障害者の日常生

式

活及び社会生活を総合

１

的に支援するための法

）

律

対象者 障害者 事業期

会

間 平成２年度 ～

実施方

計

法 □直営　□委託　■

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 福祉健康部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

２３年

会

度実績 ２４年度実績 ２

計

５年度実績 ２６年度計

く

画

利用人数　21人 利

す

用人数　27人 利用人

の

数　27人 利用人数　

き

30人

　知的障害者が

園

生涯にわたって地域社

管

会の中で豊かで安定し

理

た生活を送れるよう、

運

施設において必要な支

営

援・援助を行い

成果 、

事

福祉の増進を図ること

業

ができた。

(できたこ

担

と)

　職員人件費が別

当

事業のため、本事業は

課

建物共済保険料のみで

福

ある。今後、利用者が

祉

安全に使用できる施設

総

づくりをする
課題

ため

務

に施設の保守管理体制

課

を常に検討する必要が

款

ある。
(できなか 

 

項

ったこと)

指標名称（

目

単位）
実績値 目標値

２

担

３年度 ２４年度 ２５年

当

度 ２６年度 ２８年度

活

係

動 利用人数（人） 21

障

27 27 30
指標

 
指

害

標
　知的障害者の生活

企

支援を行う施設として

画

は、近隣市では、碧南

係

市の碧南ふれあい作業

3

所（定員60人）があ

1

他市との る。
比較検証

2



6,300 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 4,344,900 円

一般財源 6,783 452 4,961 0

職員人件費　② 359 707 351 0

総事業費（①＋②） 7,142 1,159 5,312 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 障害児・者

　

福祉
施策体系

施策の内

刈

容 障害福祉施設の充実

谷

目
　
　
　
的

　障害者が

市

くすのき園で生活する

事

ために施設

主
た
る
内
容

務

　くすのき園の施設環

事

境を整えるために必要

業

環境を整えることによ

評

り、安全で快適な環境

価

な修繕及び工事を行う

シ

。　　　　　　　　　

ー

を提供し、障害者の福

ト

祉の増進を図る。

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市障

様

害者計画

根拠法令  

対

式

象者 障害者 事業期間 ～

１

実施方法 □直営　■委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２３年度実績 ２４年度

一

実績 ２５年度実績 ２６

般

年度計画

おもちゃライ

会

ブラリー改修工 外壁コ

計

ーキング工事 正面玄関

く

点字ブロック等修繕 　

す

事 便所他改修工事 　
手

の

摺設置工事 　
障害者ト

き

イレ設置工事 　
　　　

園

―――――――

　利用

整

者に快適に過ごしても

備

らうための修繕や工事

事

ができ、福祉の増進を

業

図ることができた。

成

担

果

(できたこと)

　今

当

後も施設の機能を維持

課

するため、改修を検討

福

する必要がある。
課題

祉

(できなか 

 ったこ

総

と)

指標名称（単位）

務

実績値 目標値

２３年度

課

２４年度 ２５年度 ２６

款

年度 ２８年度

活動 工事

項

、修繕件数（件） 3 1

目

2 ―
指標

 
指標

他市と

担

の
比較検証

当係 障害企画係

3

Ｃ
　
事
　

1

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

2

千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,783 452 4,961 0 合計 4,961,200 円
需用費 61



比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,010 15,889 14,036 18,725 合計 14,035,592 円
役務費 21,806 円

財
　
源

特定財源 778 789 9 0 委託料 13,540,000 円
使用料及び賃借料 473,786 円

一般財源 13,232 15,100 14,027 18,725

職員人件費　② 359 707 351 366

総事業費（①＋②） 14,369 16,596 14,387 19,091

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 障害児・者福祉
施策

刈

体系
施策の内容 障害福

谷

祉施設の充実

目
　
　
　

市

的

　障害者が心身障害

事

者福祉会館で社会との

務

交

主
た
る
内
容

　刈谷市

事

心身障害者福祉会館の

業

管理運営を指
流やレク

評

リエーションすること

価

により、自立 定管理者

シ

に委託し、社会との交

ー

流促進やレク
した生活

ト

を支援し、障害者の福

（

祉の増進を図 リエーシ

様

ョンの提供を行う。
る

式

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

１

谷市障害者計画

根拠法

）

令 障害者の日常生活及

会

び社会生活を総合的に

計

支援するための法律

対

名

象者 障害者 事業期間 昭

担

和６２年度 ～

実施方法

当

□直営　□委託　■指

部

定管理　□補助・助成

福

　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事

心

　
業
　
実
　
績

２３年度

身

実績 ２４年度実績 ２５

障

年度実績 ２６年度計画

害

講座数　　　　9講座

者

　 講座数　　　　9講

福

座　 講座数　　　　9

祉

講座　 講座数　　　　

会

9講座　
延べ回数　　

館

　193回 延べ回数　

管

　　199回 延べ回数

理

　　　194回 延べ回

運

数　　　196回
延べ

営

参加人数　2,485

事

人 延べ参加人数　2,

業

558人 延べ参加人数

担

　2,579人 延べ参

当

加人数　2,550人

課

　障害者からの各種の

福

相談に応じるとともに

祉

、健康増進、教養の向

総

上、社会との交流及び

務

レクリエーションのた

課

めに便宜

成果 を総合的

款

に提供し、福祉の増進

項

を図ることができた。

目

(できたこと)

　施設

担

老朽化に伴う改修、他

当

施設との機能の連携に

係

ついて検討する必要が

障

ある。
課題

(できなか

害

 

 ったこと)

指標名

企

称（単位）
実績値 目標

画

値

２３年度 ２４年度 ２

係

５年度 ２６年度 ２８年

3

度

活動 講座数（回） 9

1

9 9 9
指標

 
指標

　近

2

隣市にも、概ね同様の施設がある。
他市との



算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,715 2,121 4,009 2,805 合計 4,009,425 円
需用費 4,009,425 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 16,715 2,121 4,009 2,805

職員人件費　② 359 707 351 366

総事業費（①＋②） 17,074 2,828 4,360 3,171

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 障

　

害児・者福祉
施策体系

刈

施策の内容 障害福祉施

谷

設の充実

目
　
　
　
的

　

市

障害者が心身障害者福

事

祉会館で過ごすため

主

務

た
る
内
容

　心身障害者

事

福祉会館の施設環境を

業

整えるた
に施設環境を

評

整えることにより、安

価

全で快適 めに必要な修

シ

繕及び工事を行う。
な

ー

環境を提供し、障害者

ト

の福祉の増進を図る
。

（

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

様

市障害者計画

根拠法令

式

 

対象者 障害者 事業期

１

間 ～

実施方法 □直営　

）

■委託　□指定管理　

会

□補助・助成　□その

計

他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２３年度実績 ２４

一

年度実績 ２５年度実績

般

２６年度計画

会館修繕

会

工事 雨漏り対策工事 カ

計

ーテン等修繕 外壁調査

心

駐車場屋根設置工事 揚

身

水ポンプ交換工事 非常

障

灯修繕 トイレ照明改修

害

工事
トイレの自動手洗

者

い工事 雨漏り修繕
玄関

福

等床張替え工事 街灯修

祉

繕

　施設内の老朽化が

会

ひどい箇所の修繕をし

館

、利用者が安全かつ快

整

適に施設を使用できる

備

よう福祉の増進を図る

事

ことができ

成果 た。

(

業

できたこと)

　開館か

担

ら25年以上が過ぎて

当

いるため、施設を安全

課

に使い続けていくため

福

に、維持を目的とする

祉

整備を検討する必要が

総

あ
課題

る。
(できなか

務

 

 ったこと)

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

款

値

２３年度 ２４年度 ２

項

５年度 ２６年度 ２８年

目

度

活動  工事、修繕件

担

数（件） 2 4 4 2
指標

当

 
指標

他市との
比較検

係

証

障害企画係

3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決



単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,951 9,923 9,913 10,219 合計 9,913,000 円
委託料 9,913,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,951 9,923 9,913 10,219

職員人件費　② 359 707 351 366

総事業費（①＋②） 10,310 10,630 10,264 10,585

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

障害児・者福祉
施策体

刈

系
施策の内容 障害福祉

谷

施設の充実

目
　
　
　
的

市

　障害者が心身障害者

事

福祉会館で実施する地

務

主
た
る
内
容

　地域活動

事

支援センター事業とし

業

て、機能訓
域活動支援

評

センター事業に参加す

価

ることより 練や社会適

シ

応訓練などを心身障害

ー

者福祉会館
、自立した

ト

生活を支援し、障害者

（

の福祉の増 にて実施す

様

る。
進を図る。

位
置
づ

式

け

関連計画 刈谷市障害

１

者計画、刈谷市障害福

）

祉計画

根拠法令 障害者

会

の日常生活及び社会生

計

活を総合的に支援する

名

ための法律

対象者 障害

担

者 事業期間 平成１８年

当

度 ～

実施方法 □直営　

部

□委託　■指定管理　

福

□補助・助成　□その

祉

他

健康部

一般会計
地

Ｂ
　
事
　
業
　
実

域

　
績

２３年度実績 ２４

活

年度実績 ２５年度実績

動

２６年度計画

利用人数

支

　10人／日 利用人数

援

　10人／日 利用人数

セ

　10人／日 利用人数

ン

　10人／日

　身体障

タ

害者の機能の回復を図

ー

るとともに、介護者の

運

負担軽減を図り、福祉

営

の増進を図ることがで

事

きた。

成果

(できたこ

業

と)

　事業所が休日で

担

ある日曜日が利用でき

当

ないため、土曜日に利

課

用者が集中してしまう

福

ことから施設の運営体

祉

系を検討する
課題

必要

総

がある。
(できなか 

務

 ったこと)

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

款

２３年度 ２４年度 ２５

項

年度 ２６年度 ２８年度

目

活動 利用人数（人） 1

担

0 10 10 10
指標

 

当

指標
　本事業は、刈谷

係

市独自の事業である。

障

他市との
比較検証

害企画係

3 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,641 10,246 11,365 10,825 合計 11,365,000 円
委託料 11,365,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,641 10,246 11,365 10,825

職員人件費　② 359 707 351 366

総事業費（①＋②） 2,000 10,953 11,716 11,191

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

身体障害者デイサービスセンターたんぽぽ

運営事業

平成２

Ｐ
　

６

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 福祉安全

基本施策 障

刈

害児・者福祉
施策体系

谷

施策の内容 障害福祉施

市

設の充実

目
　
　
　
的

　

事

障害者が身体障害者デ

務

イサービスセンター

主

事

た
る
内
容

　身体障害者

業

デイサービスセンター

評

たんぽぽ
たんぽぽで生

価

活介護事業を受けるこ

シ

とにより において実施

ー

する生活介護事業とし

ト

て、専用
、自立した生

（

活を支援し、障害者の

様

福祉の増 車による送迎

式

や入浴、給食などのサ

１

ービスを
進を図る。 実

）

施する。

位
置
づ
け

関連

会

計画 刈谷市障害者計画

計

根拠法令 障害者の日常

名

生活及び社会生活を総

担

合的に支援するための

当

法律

対象者 障害者 事業

部

期間 平成１３年度 ～

実

福

施方法 □直営　□委託

祉

　■指定管理　□補助

健

・助成　□その他

康部

一般会計 担当課

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

福

３年度実績 ２４年度実

祉

績 ２５年度実績 ２６年

総

度計画

利用人数　20

務

人／日 利用人数　20

課

人／日 利用人数　20

款

人／日 利用人数　20

項

人／日

　生活介護サー

目

ビスの実施により、身

担

体障害者の機能回復を

当

図るとともに、家庭介

係

護者の負担軽減をし、

障

福祉の増進を図

成果 る

害

ことができた。

(でき

企

たこと)

　生活介護サ

画

ービス報酬が減少する

係

ことにより、委託料の

3

減少がサービスの低下

1

に繋がらないよう検討

2

する必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 利用人数（人） 20 20 20 20
指標

 
指標

　知的障害者の生活支援を行う施設としては、近隣市では、碧南市の碧南ふれあい作業所（定員60人）があ
他市との る。
比較検証



位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

 
指標

 
指標

平成26年度予算措置状況
他市との  災害見舞金・・・知立 3,000,000円、碧南 202,000円、西尾 600,000円、安城 1,500,000円
比較検証  災害弔慰金・・・知立 5,000,000円、碧南 　　　0円、西尾 　　　0円、安城 　　　　0円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 275 75 170 8,000 合計 170,000 円
扶助費 170,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 5,625

一般財源 275 75 170 2,375

職員人件費　② 718 743 421 513

総事業費（①＋②） 993 818 591 8,513

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 防災
施策体系

施策

　

の内容 災害に強いまち

刈

づくり

目
　
　
　
的

災害

谷

により被害を受けた市

市

民を援護する。

主
た
る

事

内
容

災害により被害を

務

受けた市民へ災害弔慰

事

金及
び災害見舞金の支

業

給を行う。

位
置
づ
け

関

評

連計画  

根拠法令 災害

価

弔慰金の支給等に関す

シ

る法律、刈谷市災害弔

ー

慰金の支給等に関する

ト

条例

対象者 市民 事業期

（

間 ～

実施方法 ■直営　

様

□委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　
実

祉

　
績

２３年度実績 ２４

健

年度実績 ２５年度実績

康

２６年度計画

災害見舞

部

金　　275,000

一

円 災害見舞金　　75

般

,000円 災害見舞金

会

　　170,000円

計

予算額
内訳 内訳 内訳 災

災

害見舞金
　6人世帯　

害

　 1件 　2～4人世

援

帯　1件 　2～4人世

護

帯　2件 　　3,00

助

0,000円
　　火災

成

全焼　60,000円

事

　　火災全焼　45,

業

000円 　　火災全焼

担

　90,000円 災害

当

弔慰金
　2～4人世帯

課

　2件 　1人世帯　　

福

 1件 　1人世帯　　

祉

 1件 　　5,000

総

,000円
　　火災半

務

焼　50,000円 　

課

　火災全焼　30,0

款

00円 　　火災全焼　

項

30,000円
　2人

目

世帯　　 3件 　　3

担

ヶ月以上入院　30,

当

000円
　　火災全焼

係

 135,000円 　

総

普通世帯　　2件
　1

務

人世帯　　 1件 　　

係

床上浸水　20,00

3

0円
　　火災全焼　3

4

0,000円
火災発生

1

による被災者に対し、見舞金を支給し、被災後の支援を行うことができた。

成果

(できたこと)

大規模被害が発生した場合に、弔慰金、見舞金を迅速に支給するため、マニュアルの整備が必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単



５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 社会保障

　

施策体系
施策の内容 低

刈

所得者の自立支援

目
　

谷

　
　
的

災害援護資金貸

市

付金を借り入れた被災

事

者の負

主
た
る
内
容

平成

務

12年度の大雨災害の

事

際に、災害援護資金
担

業

軽減を図る。 貸付金を

評

借り入れた被災者に、

価

その利息分の
金額を補

シ

給する。

位
置
づ
け

関連

ー

計画  

根拠法令 刈谷市

ト

災害援護資金の貸付け

（

等に関する要綱

対象者

様

市民 事業期間 平成１６

式

年度 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

２３年度実績 ２

部

４年度実績 ２５年度実

一

績 ２６年度計画

11人

般

分の利子補給 なし なし

会

3人分の利子補給

成果

計

(できたこと)

　分割

災

納付中の3名について

害

、返還額が利子補給可

援

能な金額に至らず、利

護

子補給ができなかった

資

。
課題

(できなか 

 

金

ったこと)

指標名称（

利

単位）
実績値 目標値

２

子

３年度 ２４年度 ２５年

補

度 ２６年度 ２８年度

 

給

指標
 

指標
平成12年

事

度大雨災害（東海豪雨

業

）
他市との  西三河地

担

区では利子補給を実施

当

した市はない。
比較検

課

証  近隣では豊明市が

福

実施している。

祉総務課

款 項 目 担

Ｃ
　

当

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

係

位：千円
２３年度 ２４

総

年度 ２５年度 ２６年度

務

２５年度

（決算） （決

係

算） （決算） （予算）

3

事業費内訳

事業費　①

4

40 0 0 296 合計 0

1

 円

財
　
源

特定財源 40 0 0 296

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 36 0 0 0

総事業費（①＋②） 76 0 0 296

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２
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